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は じ め に 

 

 近年の豪雨や干ばつ被害は地球温暖化が関係していると考えられており、その

影響は深刻化しています。平成 28 年 11 月 4 日にはパリ協定が発効され、世界

共通の課題として、各国がその対策等に取り組んでいくこととなりました。 

豊かな暮らしを送る私たちは、新たなステージに入ったことをしっかり認識

し、持続可能な社会の実現のための取組に積極的に取り組んでいくことが求め

られています。 

 そのため私たちは、地球規模の視点に立ちながら、家庭生活や事業所の活動

における廃棄物の減量やリサイクルを進めるとともに、再生可能エネルギー等

の地域資源を最大限に活用し、循環型で低炭素型の社会を作っていく必要があ

ります。 

本市は、様々な環境問題に対応するため、平成８年に「良好な環境の将来世

代への継承」を基本理念とする「長岡市環境基本計画」を策定し、社会の変化

に対応して改訂を重ねながら市民・事業者・行政が一体となった取り組みを進

めてきました。 

 この「環境に関する年次報告書」は、長岡市環境基本条例に基づいて、長岡

市の環境の現状や平成 28 年度に実施した環境施策などについて取りまとめ、公

表するものです。 

 この報告書が、市民の皆様から長岡市の環境について理解を深めていただき、

日々の取り組みにつなげていただく一助となることを願っております。 

 

 

 平成 29 年 月 
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第 1 章 長岡市環境基本計画の概要及び進行管理 

 

１ 環境基本計画の概要 

市では、良好な環境を保全・創造し、将来世代に引き継ぐための基本的な方向を

定めるため、平成８年２月に「長岡市環境基本計画」を策定しました (目標期間は、

平成８年度から 17 年度までの 10 年間) 。 

平成 14 年度には、社会情勢の変化等を考慮して計画の見直しを行い、平成 15

年３月に「長岡市環境基本計画改訂版」を策定しました(目標期間は、平成 15 年度

から 19 年度までの５年間) 。 

その後、深刻化する地球温暖化問題への対応や市町村合併等を踏まえ、平成 20

年３月には「長岡市環境基本計画第３次計画」（以下「第３次計画」と表記）を策

定しました(目標期間は、平成 20 年度から 29 年度までの 10 年間)。 

平成 20 年度以降は、この第３次計画に沿って様々な環境施策を進めています。 

 

２ 計画の進行管理 

「長岡市環境基本計画」に掲げられた施策の推進には、進行管理が極めて重要で

す。市では以下のような方法で計画の進行管理を行っています。 

(1) 環境審議会等による進行管理 

ア 環境審議会の開催 

環境審議会(委員 15 名)において、「長岡市環境基本計画」の改定や「環境

に関する年次報告書」などについて審議をしています。 

イ 環境調整会議の開催 

市の内部組織である環境調整会議において、「長岡市環境基本計画」などに

ついて全庁的な総合調整を行っています。 

(2) 年次報告書の公表 

「長岡市環境基本条例」に基づいて、環境の状況並びに環境の保全及び創造

に関する施策の実施状況をまとめた「環境に関する年次報告書」を毎年作成

し、公表しています。 
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　施　策　の　体  系  図

中　項　目
基本
理念 施策の方向

土壌環境の保全(3)

(4) 静けさの保持

42

242 近隣騒音対策 46

232 地盤沈下防止対策の推進 38

36

231 土壌汚染監視体制の整備 38

222 化学物質対策の充実
水質汚濁の防止(2)

224 水質監視体制の充実

241 交通騒音対策

32

33

223 河川の水質浄化対策の推進 35

221 生活排水・事業場排水対策の推進

24

(1) 大気汚染・悪臭の防止 212 工場等発生源対策の推進 26

213 大気監視体制の充実 28

211 自動車排出ガス対策の推進

131 省資源対策 20
(3)

132 省エネルギー対策 21

12

(2)

114 森林の減少対策 13

115 広域的、国際的な取り組み 13

12地球環境問題への取り組
みの推進

廃棄物の減量とリサイクル
121 廃棄物の排出抑制 15

122 リサイクルの推進 16

(1)

111 地球温暖化の防止

113 酸性雨（雪）対策

112 オゾン層の破壊防止

6

大 項 目 小　　項　　目

環境施策 主要施策（3桁の数字は小項目番号）     本文掲載ページ
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334 都市景観の形成
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静けさの保持

67

323 自然とのふれあいの推進 63

332 都市緑化の推進

67

333 水辺空間の整備

66

都市アメニティ（快適環
境）の創造

(3)

環境資源の利用 322 自然環境と調和する開発

66
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253 ごみ不法投棄の防止と環境美化対策 51

54

252 産業廃棄物対策(5)

２

46

251 一般廃棄物対策 48

336 雪との共存

411 啓発事業の推進

412 環境教育の推進

413 環境情報の収集と提供

421 市民の取り組みの推進

422 事業者の取り組みの推進
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全41の主要施策は、現在も継続中
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第２章 環境基本計画に基づき実施した施策の概要 

 

第１節 「地球環境にやさしい循環型のまち」 
をめざして 

 

 

電気自動車の充電（生ごみバイオガス発電センター内） 
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第２章 環境基本計画に基づき実施した施策の概要 

第１節 「地球環境にやさしい循環型のまち」をめざして 

１ 地球環境問題への取り組みの推進 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 
進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 地球温暖化の防止 

 ○ 
  ○ 
  ○ 
○ 

○ 

○ 
○ 

○ 

○ 
○ 

① 長岡市地球温暖化対策実行計画の推進 

・長岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定、推進 

・長岡市地域温暖化対策実行計画（市役所実行計画）の策定、推進 

② 市民、事業者、市が一体となった温暖化対策の推進 

  ・長岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定、推進 

③ ノーマイカーデーの実施 

④ エコドライブの推進 

  ・アイドリングストップ実施の促進 

⑤ 二酸化炭素等温室効果ガスの排出抑制 

 ・市内の温室効果ガス排出量の把握   

 ○ 

○ 

○ 

○ 
○ 

・日常における環境配慮指針の周知 

・自転車や徒歩、公共交通機関の利用の促進 

 ・吸収源対策としての都市緑化と森林の保全・整備 

⑥ 長岡市地域新エネルギービジョンに基づく新エネルギーの利用促進 

 ・コージェネレーションシステムの導入促進 

 
 

○ 

○ 

  ・天然ガス自動車の普及促進 

・天然ガスによる燃料電池の普及促進 

 ◎ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

・生ごみバイオガス化施設建設事業の推進 

 ・ＢＤＦ（バイオディーゼル）燃料製造の促進 

  ・住宅用太陽光発電システムの設置補助 

・防災拠点・市有施設等における太陽光発電システムの導入促進 

・間伐材などの木質バイオマス利用 

⑦ 地球温暖化防止対策に関する普及・啓発   

 

 (2) オゾン層の破壊防止 

 ○ ① フロン類の適正処理の啓発   

 (3) 酸性雨(雪)対策 

 ○ ① 酸性雨(雪)の影響に関する情報収集   

 ○ ② 原因物質排出源対策の推進 

 ○ ・公共交通機関の利用促進等による自動車排出ガスの軽減   

 ○ ・天然ガス自動車等低公害車の普及促進  



 ４

 
 (4) 森林の減少対策 

 ○ 
○ 

① 古紙のリサイクルと再生紙の利用促進 

② 森林の保全・整備 

 (5) 広域的、国際的な取り組み 

 ○ ① 広域的、国際的な取り組みへの参加   

 ○ ・国、県の行う調査研究に対する協力 

 ○ ・広域的、国際的なシンポジウム等への参加・支援 

   評価欄は、個別の事業に対する評価を右側に、個別の事業を総括した施策（主要施策）の
評価を左側（太字）に記載。 

 

 

（１）地球温暖化の防止 

ア 長岡市地球温暖化対策実行計画の推進 
（ア）長岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定、推進 

市は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、平成 23年３月に「長岡

市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を策定しました。 

これは、市内の事業所や家庭など全ての分野での取り組みを促進するための計画

で、温室効果ガスの削減量目標、温室効果ガス排出抑制のための施策に関する事項

等を定めています。 

温室効果ガス排出量削減目標 

基 準 年（平成 19 年度） 排出量推計値 244 万９千 t-CO2 
短期目標年（平成 24 年度） 排出量を増加させない 
中期目標年（平成 32 年度） ▲26.5％ 
長期目標年（平成 62 年度） ▲84.4％ 

 

平成 26 年度における市域全体の温室効果ガス排出量は、二酸化炭素換算で 250

万 2 千トンで、基準年度（平成 19 年度）に比べて 2.2％（5 万 3 千トン）増加しま

した。    

原子力発電の稼働停止に伴い火力発電の稼働率が増加したことが主な要因と考え

られます。 

 

平成 26 年度温室効果ガス排出量（二酸化炭素換算） 

 基準 
（平成 19年度）

平成 25 年度 平成 26 年度 
中期目標 

（平成 32年度）

排出量（トン） 2,449,000 2,540,000 2,502,000 1,800,000 

基準年度比 ― ＋3.7％ ＋2.2％ ▲26.5％ 
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（イ）長岡市地球温暖化対策実行計画（市役所実行計画）の策定、推進 
市は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、平成 26 年３月に「長岡

市地球温暖化対策実行計画（第３次）」を策定しました。 

              温室効果ガス排出量削減目標 

基準年度（平成 24 年度） 83,984 トン 

目標年度（平成 29 年度） ▲５％ 

 
■市役所から排出される温室効果ガスの削減  

市は、長岡市地球温暖化対策実行計画に基づき、温室効果ガス排出量の削減に取

り組んでいます。 

平成 28 年度の市の事務・事業から排出された温室効果ガスは、二酸化炭素換算

で 81,484 トンと、基準年度（平成 24 年度）に比べて 3.0％の削減となりました。 

削減目標に向け、空調設備をはじめとした各設備の使用における省エネ・節電の

取り組みやごみの減量と分別について、一層の周知を図っていきます。 

 

平成 28 年度温室効果ガス排出量（二酸化炭素換算） 

 
基準年度 

(平成 24年度) 
平成 28 年度 

目標年度 
(平成 29年度) 

排出量（トン） 83,984  81,484  79,800  

基準年度比 ― ▲3.0％ ▲５％ 

 

    ■特定調達物品等購入（グリーン購入）の取り組み結果 

市は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」

で定める環境にやさしい製品等の使用を積極的に進めています。 

平成 28 年度のグリーン購入の達成率は 76％でした。今後も目標の 100％調達に 

向け、一層取り組みを強化していきます。 

 

イ 市民、事業者、市が一体となった温暖化対策の推進 

（ア）長岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定、推進 

第 1 節－１地球環境問題への取り組みの推進－(１)地球温暖化の防止－アー（ア）を 

参照（４ページ） 
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ウ ノーマイカーデーの実施 

市と市内 15 団体で構成する「ながおかノーマイカーデー推進協議会」では、公共

交通の利用促進とこれに伴う温室効果ガスの削減等を目的に、平成 28 年 9 月 12 日か

ら 9 月 18 日に、市内一斉ノーマイカーデー（2016 ながおかノーマイカーデー）を実

施しました。この７日間で、延べ 5,296 台の自家用車の削減ができ、二酸化炭素に換

算すると約 12.3 トンの温室効果ガスが削減できたと試算されます。 

実施率は 9.9％で、市内 99 団体と個人の延べ 6,113 人が実施しました。 

 

市内一斉ノーマイカーデー実施状況 

 通常自動車通勤者数 (人) 実施者数 (人) 実施率 (％)

民 間 企 業 33,850  2,921  8.6  

国・ 県機 関 2,718  298  11.0  

市 

本庁 ・支 所等 10,098  1,441  14.3  

小中総合支援学校 9,644  497  5.2  

コミュニティセンター 962  404  42.0  

保育園・幼稚園 4,120  225  5.5  

計 24,824  2,567  10.3  

個    人 450  327  72.7  

合 計 61,842  6,113  9.9

※「通常自動車通勤者数」「実施者数」とも実施期間７日間の合計 

 

エ  エコドライブの推進 

（ア）アイドリングストップ実施の促進 

市有施設の駐車場等にアイドリングストップ啓発のぼり旗を設置して、不要なア

イドリングの防止啓発に努めました。 

 

オ 二酸化炭素等温室効果ガスの排出抑制 

（ア）市内の温室効果ガス排出量の把握 

第 1 節－１地球環境問題への取り組みの推進－(１)地球温暖化の防止－アー（ア）を 

参照（４ページ） 

（イ）日常における環境配慮指針の周知 

第４節－１環境教育の推進－(１)啓発事業の推進－アを参照（74 ページ） 

（ウ）自転車や徒歩、公共交通機関の利用の促進 

公共交通機関や徒歩・自転車への交通手段の転換を進めるため、平成 13 年度か

ら市内一斉ノーマイカーデーを毎年実施しています。 

（エ）吸収源対策としての都市緑化と森林の保全・整備 

   森林の保全・整備が温室効果ガスの吸収源対策に寄与することから、平成 28 年

度は未整備だった森林も含め 27.67ha の除間伐事業に対して補助を実施しました。 

また、都市内に緑の空間を創出するため、長岡ニュータウン運動公園の一部など

の整備を行いました。 
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カ 長岡市地域新エネルギービジョンに基づく新エネルギーの利用促進 

市では、平成 18 年２月に策定した「長岡市地域新エネルギービジョン」をもとに、

国内最大級の産出量を誇る天然ガスをはじめ、バイオマス資源、太陽エネルギー等の

有効活用を進め、地球環境にやさしい循環型のまちづくりを推進してきました。本ビ

ジョンは平成 27 年度で計画期間が終了しましたが、引き続き新エネルギー等の有効

活用を進め、「地球環境にやさしい循環型のまち」を目指しています。 

（ア）コージェネレーションシステムの導入促進 

平成 24 年４月にオープンしたアオーレ長岡に、コージェネレーションシステム

350kw×１基を導入しました。長岡産の天然ガスの活用により施設で使う電力の一部

を自家発電し、その時に生じた熱を冷暖房や融雪などに有効活用しています。 

また、アオーレ長岡の西棟１階のホワイエに、アオーレ長岡に関する省ＣＯ２情報

をタッチパネルで検索できる機器ＩＤＯ（井戸型情報テーブル）を設置しました。 

ＩＤＯでは、天然ガスや太陽光パネルでの発電状況、雨水の利用状況、ＣＯ２の削

減量など、これまでの成果とリアルタイムの情報を映像・グラフで見ることができ

ます。 

（イ）天然ガス自動車の普及促進 

市は平成 18 年度に国土交通省のＣＮＧ車（圧縮天然ガス自動車）普及促進モデ 

ル事業実施地域の指定を受け、塵芥車・トラック・バスの導入に対しては市補助金

を交付する制度を設けるなど、ＣＮＧ車の普及促進を図ってきました。 

モデル地域の指定は平成 22 年度で終了していますが、その後もＣＮＧ車の導入を

進めるため、導入費用に対する補助制度を継続しています。 

市内の圧縮天然ガス自動車の普及状況（車両登録が長岡ナンバーのもの）  （台） 

 トラック 塵芥車 バス バン 乗用車 軽自動車 計 
対前期

増加数

平成28年度末 56 12 2 9 5 7 91 -30 

平成27年度末 73 12 １ 3 12 20 121 -11 

平成26年度末 71 12 1 14 14 20 132 -5 

平成25年度末 66 11 1 20 18 21 137 1 

平成24年度末 65 11 1 20 18 21 136 5 

平成23年度末 61 9 1 18 19 23 131 5 

平成22年度末 57 9 1 18 18 23 126 6 

平成21年度末 53 9 1 15 18 24 120 20 

平成20年度末 35 9 1 15 16 24 100 21 

平成19年度末 24 8 0 13 11 23  79 18 

平成18年度末 14 7 0 12 7 21  61 20 

平成17年度末  5 3 0 11 6 16  41  
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（ウ）天然ガスによる燃料電池の普及促進 

   発電の際に発生する熱を給湯や暖房に利用する燃料電池はエネルギー効率が高く、

省エネや温暖化対策として有効であるため、「長岡市省エネルギー設備等設置事業補

助金」により導入を支援しています。 

   平成 28 年度の燃料電池設備設置については、82 件に補助を行いました。 

（エ）生ごみバイオガス化施設建設事業の推進 

   ＰＦＩを採用した生ごみバイオガス化施設建設事業が完了し、燃やすごみの削減

を目的に、生ごみからバイオガス（メタンガス）を発生させ、有効利用を図る生ご

みバイオガス発電センターが平成 25 年７月から本格稼働しています。 

※ＰＦＩとは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及 

び技術的能力を活用して行う手法です。 

（オ）ＢＤＦ（バイオディーゼル）燃料製造の促進 

   市では、民間事業者、市民団体と協働で、菜の花の栽培を通して、エネルギー循

環と食料自給の輪を広げる取り組みである「ながおか菜の花プロジェクト」を推進

しています。 

この取り組みの一環として、環境にやさしい資源循環型の社会を目指して、従来、

燃やすごみとして取り扱っていた使用済みの植物性てんぷら油を原料とし、トラッ

クなどの軽油代替燃料となるＢＤＦ（バイオディーゼルフューエル）の製造を促進

するため、学校給食からの廃食用油を市内の４団体で構成する「長岡市ＢＤＦ生産

者協議会」に提供しているほか、一般家庭からの廃食用油の拠点回収を実施してい

ます。 

（カ）住宅用太陽光発電システムの設置補助 

温室効果ガスの削減と市民の環境配慮に対する意識の喚起等を目的として「長岡

市省エネルギー設備等設置事業補助金」により、太陽光発電設備の導入を支援して

います。平成 28年度は、75 件（361kW 分）に補助を行いました。 

 

住宅用太陽光発電システム設置補助件数等の推移 

 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度

件数 52 64 56 71 75 

設置規模（kw） 250 343 274 374 361 

 

（キ）防災拠点・市有施設等における太陽光発電システムの導入促進 

   市立学校施設における太陽光発電システムの導入促進については、千手小学校及

び宮内中学校をモデル校に選定し、寒冷地域における照度の課題、維持管理と点検

作業の発生、環境教育の教材としての活用方法など、太陽光発電に係る課題を研究

しながら、他の学校施設への導入の方向性を検討しています。 

   また、平成 25 年度には同校の太陽光発電システムに非常用電源を取付け、災害

時にも使用できるように整備しました。 
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（ク）間伐材などの木質バイオマス利用 

     平成 23 年春、柏崎市に本格稼動した民間の木質ペレット製造工場へ、中越よつ

ば森林組合が木質ペレットの原料として間伐材等を搬入しました。平成 28年度は、

間伐・除伐によるＣ材（林地残材）2,655  が搬出され、木質ペレットとして利用

されました。 

     また、｢長岡市省エネルギー設備等設置事業補助金｣により、ペレットストーブ・

ペレットボイラーの設置を支援しています。平成 28 年は、ペレットストーブ 16件

に補助を行いました。 

キ 地球温暖化防止対策に関する普及・啓発 

平成 28 年度は、10 月 22 日、23日リバーサイド千秋アピタ長岡店で開催された「エコ

フェスタ」において、環境啓発ブースを出展し、新潟県が委嘱する地球温暖化防止活

動推進員の協力により、環境に関するパネル展示や、エコドライブ体験、発電体験、う

ちエコ診断などを実施するなど、楽しみながらできる温暖化防止の取り組みなどを紹介

しました。 

    ８月 19日には環境衛生センターにおいて、「夏休み 子ども環境体験フェア」を開

催し、「施設見学」や「ペットボトルソーラーカー作り」などの体験を通じて、地球

温暖化防止への意識啓発を行いました。 

    

 

 

 

 

 

 

 

  

 

また、環境省が展開する、日本が世界に誇る省エネ・低炭素型の「製品」「サービ 

ス」「行動」などを積極的に選択することに焦点を当てた国民運動「COOL CHOICE」  

に関して、各種資料を市有施設に掲示するなど、周知を行いました。 

 

（２）オゾン層の破壊防止 

ア フロン類の適正処理の啓発 

フロン類は、オゾン層の破壊や地球温暖化の原因となることから、平成 13年以降、

家電リサイクル法、フロン回収・破壊法及び自動車リサイクル法が施行されました。 

平成 27 年度にはフロン回収・破壊法が改正され、フロン排出抑制法が全面施行さ

れました。これにより、フロン類を冷媒とする業務用機器の管理者に対し定期点検等

が義務付けられました。 

市では、フロン類の適正処理について、県からの情報の周知に努めています。 

 

エコフェスタの環境啓発ブース エコドライブ体験
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（３）酸性雨（雪）対策 

ア 酸性雨（雪）の影響に関する情報収集 

酸性雨（雪）は発生源での局所的な問題にとどまらず、気流などに乗って遠く離れ

た地点でも観測され、国境を越えた環境問題として影響が懸念されています。 

新潟県では、酸性雨（雪）による環境への影響を確認するため、昭和 58 年度から

調査を行っています。長岡市を含む県内の調査地点（５地点）の過去５年間のｐH の

年間平均値は 4.5～4.8 と、地点間で大きな差異は見られません。また、これまでの

ところ、市内の降水はｐH が概ね 4.6～4.7 の範囲で推移しており、これは全国調査の

結果（ｐH4.6～5.2）と比較しても顕著な差異は見られず、現在まで市内で酸性雨（雪）

が原因と断定できる被害は生じていません。 

 

イ 原因物質排出源対策の推進 

市では、原因物質排出源対策として、燃料使用量の削減や公共交通機関の利用促進

等による排出抑制に取り組んでいます。 

（ア） 公共交通機関の利用促進等による自動車排出ガスの軽減 

   市では、平成 13 年度から市内一斉ノーマイカーデーを実施し、自動車排出ガス

の削減に取り組んでいます。平成 28 年度の市内一斉ノーマイカーデーでは、７日

間で延べ 5,296 台分の自動車排出ガスが削減されました。 

（イ）天然ガス自動車等低公害車の普及促進 

長岡市では、平成 15 年度に「長岡市低公害車導入基準」を作成し、塵芥車（ご

み収集車）については、天然ガス自動車を購入する等、市有車の更新時に合わせて

低公害車を率先的に導入しています。 

 

第１節－１地球環境問題への取り組みの推進－（１）地球温暖化の防止－カ－（イ）を 

参照（７ページ） 

 

（４）森林の減少対策 

ア 古紙のリサイクルと再生紙の利用促進 

市では、新聞、雑誌・チラシ、段ボールの古紙を回収し、リサイクルしています。

また、子ども会や町内会が行う古紙等の集団回収に対して奨励金を出し、積極的に資

源ごみのリサイクルに取り組んでいます。 

市庁舎では、庁舎内から発生する紙類の分別・回収と再生紙の利用を進めています。 

 

 

 

 

 電気 天然ガス メタノール ハイブリッド
低燃費・ 
低排出ガス 計 

長岡市役所 4 3 0 12 360 379 

長岡市公用車への低公害車導入状況（平成 28 年度末現在）   （台）



 １１

イ 森林の保全・整備 

森林の持つ水源かん養、大気浄化など公益的機能の維持、疎放化されつつある森林

の適正な管理を目的に、間伐事業及び造林事業に対して補助しました。 

平成 28 年度は、八方台休暇センター跡地の緑化の 取り組みに対して、苗代の補助

等の支援を行いました。 

 

（５）広域的、国際的な取り組み 

ア 広域的、国際的な取り組みへの参加 

（ア）国、県の行う調査研究に対する協力 

市では、信濃川水系の市町村によって構成される「信濃川を守る協議会」の幹事

市として河川パトロール等の実施や、県と高速自動車道沿線の市町村によって構成

される「新潟県高速道路交通公害対策協議会」を通じて騒音調査や防音対策の要望

など、広域的な取り組みを行っています。また、「新潟県環境保全連合会」に入会

し、環境関連団体等と連携・協調を進めています。 
（イ）広域的、国際的なシンポジウム等への参加・支援 

中越地区においては、「中越地区環境保全協議会」、「中越地区産業廃棄物広域処

理対策推進協議会」などに加入し、構成員相互の研修や連絡調整等を行っています。 
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２ 廃棄物の減量とリサイクル 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 

進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 廃棄物の排出抑制 

 ○ ① ごみの発生抑制（リデュース） 

 ○ 
○ 

・長岡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に基づくごみ減量化の推進 

・ごみ情報誌等による３Ｒの意識啓発 

 ○ ・家庭用生ごみ処理器の設置補助 

 ○ 
◎ 
◎ 
○ 

・給食残さ及びごみの減量の啓発 

・家庭ごみ処理の全市域有料化 

・事業系ごみ手数料の改定 

・廃棄物減量等推進審議会の運営 

 ○ ② 資源再使用（リユース）の促進 

 ○ 
○ 

・粗大ごみの戸別収集 

・リサイクルプラザでの粗大ごみリサイクル品の抽選販売   

 (2) リサイクルの推進 

 ○ 
◎ 

○ 

○ 

○ 

○ 
○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

  ○ 
○ 

○ 

○ 
○ 

○ 

① リサイクル体制の確立 

  ・全市域統一の分別収集体制 

  ・リサイクル品目の拡大 

  ・生ごみバイオガス化事業の推進 

  ・生ごみリサイクル事業の推進 

  ・公園・街路等の剪定枝葉の再資源化 

② 資源回収の推進 

  ・古紙類、びん･缶・ペットボトルなどの資源化の徹底 

  ・枝葉・草の自家処理の推奨 

  ・集団資源回収の推奨、資源回収団体への支援、資源回収業者の育成 

  ・資源回収方法の拡大 

・ペットボトル以外のその他のプラスチック処理施設の整備 

・使用済みの割りばしや使い捨てカイロのリサイクル 
③ 民間のリサイクル活動支援と利用促進 

  ・リサイクル協力店の周知、利用拡大の促進 

④ 産業廃棄物の減量化対策の推進 

  ・公共工事における再生品の利用促進 

  ・建設リサイクル法に基づく届出の徹底 

 

 

 

 

 



 １３

（１）廃棄物の排出抑制 

ア  ごみの発生抑制（リデュース） 

（ア）長岡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に基づくごみ減量化の推進 

ごみ処理の現状やごみの減量・リサイクルの必要性について市民や事業者から理

解を深めてもらうため、ごみ情報誌「ながおかのごみ改革」の発行や学校区・町内

会単位での市政出前講座を開催してきました。 

また、家庭ごみの一部有料化や生ごみ処理器の普及、資源回収の利用促進などの

誘導策を展開し、ごみの減量とリサイクルの仕組みづくりを進めました。 

平成 25 年４月から、燃やすごみの減量を目的に、生ごみを週２回、燃やすごみ

を週１回とする収集方法に変更しました。 

（イ）ごみ情報誌等による３Ｒの意識啓発 

      年に２回、ごみ情報誌を発行し、ごみと資源物の量をお知らせしたり、ごみの減

量や環境美化に取り組む市民や団体を紹介するなど、３Ｒの意識啓発を図りました。 

（ウ）家庭用生ごみ処理器の設置補助 

家庭から排出される生ごみを減量し、堆肥としての資源化を図るため、生ごみ処

理器（堆肥化容器）の設置者に対し補助金を交付しました。 

平成 28 年度の設置状況 

 設置数（台） 補助額（千円） 

堆肥化容器 120 289 

 

（エ）給食残さ及びごみの減量の啓発 

児童生徒がリサイクル施設の見学や給食残量の調査、ごみの分別作業などを通し

て、ごみの減量やリサイクルの大切さについて学習しました。 

（オ）家庭ごみ処理の全市域有料化 

市では、平成 15年 12 月に「長岡市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例」

を改正し、平成 16年 10 月１日から家庭ごみの一部を有料化し、粗大ごみの戸別収

集等を実施しています。この方法を、平成 20 年４月から全市域に拡大（平成 22 年

３月に合併した川口地域については平成 23 年４月から実施）しています。 

  （カ）事業系ごみ手数料の改定 

     市では、平成 20 年４月に事業系ごみ処理手数料の全市域統一化を行いました。

事業系ごみの一層の減量化を図るため、原価計算に基づく手数料金額の改定につ 

いて、「長岡市廃棄物減量等推進審議会」で審議を行い、平成 24年 3 月に条例の改 

正（平成 25 年４月から実施）を行いました。 

  （キ）廃棄物減量等推進審議会の運営 

     一般廃棄物の減量を目的として、各地域代表や事業者の代表などで構成される「長

岡市廃棄物減量等推進審議会」を平成 28 年度は３回開催し、一般廃棄物（ごみ）処

理基本計画の進行状況、平成 29 年度一般廃棄物（ごみ）処理実施計画案等について

審議しました。 

 



 １４

イ 資源再使用（リユース）の促進 

（ア）粗大ごみの戸別収集 

第１節－２廃棄物の減量とリサイクル－（１）廃棄物の排出抑制－ア－（オ）を参照 

（13 ページ） 

（イ）リサイクルプラザでの粗大ごみリサイクル品の抽選販売 

不用品を有効に活用するため、粗大ごみとして出された家具や自転車を修理して

市民に廉価で販売しました（「リサイクル品抽選販売会」（第１回：５月 30 日～６月

３日 応募数 390 人・50点）（第２回：10 月 17 日～21 日 応募数 231 人・50 点））。 

 

（２）リサイクルの推進 

ア  リサイクル体制の確立 

（ア）全市域統一の分別収集体制 

資源物のリサイクルの推進を図るため、全市域のごみの分け方と出し方を統一す

るとともに、資源物の分別拡大に伴う収集体制を整備しました。 

        （イ）リサイクル品目の拡大 

   燃やすごみを削減するため、平成 25 年４月から、これまで燃やすごみとしてい

た生ごみを分別収集しています。７月からは、古布を資源物の拠点回収品目に加え

ました。10 月からは、古着・古布をごみステーションで収集（１～３月は休止）し

ました。 

（ウ）生ごみバイオガス化事業の推進 

     従来の焼却・埋立といった処理方式をバイオ処理（資源化）に転換し、燃やすご

みの削減を目的に、生ごみからバイオガス（メタンガス）を発生させ有効利用を図

る生ごみバイオガス化事業の推進に取り組んでいます。 

平成 28 年度は、10,647 トンの生ごみを処理し、2,692,690kWh を発電、この余剰

電力を「再生可能エネルギー固定価格買取制度」により、電力会社へ売電しました。 

生ごみの分別前（平成 24 年度）と比べ、燃やすごみの量を約２割（15,680 トン）

削減することができました。 

（エ）生ごみリサイクル事業の推進 

家庭用生ごみ処理器の設置補助を継続し、市内各所において市政出前講座を 23

回実施しました。 

（オ）公園・街路等の剪定枝葉の再資源化 

公園・街路樹の剪定枝葉を民間工場に搬入し、再資源化を行っています。 

 

イ  資源回収の推進 

（ア）古紙類、びん・缶・ペットボトルなどの資源化の徹底 

市では、平成 13年度から古紙類の資源物分別収集を行っています。 

また、市庁舎では、庁舎内から発生する紙類を機密文書扱いとする使用済み紙(上

質紙)と通常の使用済み紙及び個人情報である連続用紙(ストックホーム)・新聞

紙・雑誌・段ボールの６種類に分別し回収しています。その処理及び運搬に要した

平成 28 年度の経費は、約 92 万円でした。 



 １５

古紙類収集量の推移（トン） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

新    聞 1,730 1,607 1,520 

雑誌・チラシ 4,551 4,282 3,901 

段 ボ ー ル 1,264 1,194 1,129 

合    計 7,545 7,083 6,550 

      

アオーレ長岡における古紙の回収実績（トン） 

   平成26年度 平成27年度 平成28年度 

新聞 ・雑 誌 
7.8 10.9 9.5 

段 ボ ー ル 

そ の 他 紙 35.7 45.9 43.1 

合 計 43.5 56.8 52.6 

※ 新聞・雑誌及び段ボールの回収実績は、合計数値のみ 

 

びん・缶・ペットボトルを収集し、リサイクルプラザで資源化しています。 

平成 28 年度は前年度より 34 トン少ない 3,596 トンを収集しましたが、リサイク

ルのできない燃やさないごみが収集量全体の 20％混入しており、びん・缶・ペッ

トボトルの資源化量は、2,929 トンでした。（川口地域は、平成 28 年度に 63 トン

収集し、「小千谷市クリーンスポット大原」で 51 トンを資源化しました。） 

 

びん・缶・ペットボトルの資源化の内訳（トン） 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

び ん 1,452 1,555 1,448 

缶 821 799 788 

ペットボトル 714 695 744 

合 計 2,987 3,049 2,980 

※ 川口地域分も含む 

 

（イ）枝葉・草の自家処理の推奨 

市では、枝葉・草を資源物として収集・再資源化を行っていますが、作物の茎や

つるも含めて枝葉・草はなるべく畑や庭などの身近な大地へ還してもらうよう、ご

み情報誌等で周知を図っています。 

（ウ）集団資源回収の推奨、資源回収団体への支援、資源回収業者の育成 

市では、古紙類や金属類等を回収する子供会等に対し、資源回収奨励金を交付し

ています。平成 28 年度は 282 団体が実施し、回収実績は新聞・雑誌を中心に約 2,815

トンで、交付した奨励金は約 1,407 万円でした。 
 
 



 １６

（エ）資源回収方法の拡大 
市では、ごみステーション回収のほか、資源物の拠点回収、廃食用油の拠点回収

をしています。 

平成 28 年度は、市内８か所に資源物の回収拠点を設けました。回収拠点のない山

古志・小国・与板・川口地域では、年２～４回、サテライト会場を設け、回収の機

会を増やしました。 

廃食用油の回収拠点は、上記のほか、支所やコミュニティセンターなど市有施設

の一部 19か所にもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）ペットボトル以外のその他のプラスチック処理施設の整備 

平成 16年 10 月にプラスチック容器包装材の処理施設が雲出工業団地内に完成し、

平成 28 年度には 3,224 トンのプラスチック容器包装材を資源化しました。 

（川口地域は、「小千谷市クリーンスポット大原」で平成 28 年度に 68 トンを資

源化しました。） 

（カ）使用済みの割りばしや使い捨てカイロのリサイクル 
特定非営利活動法人地域循環ネットワークが、ボランティアとともに飲食店等か

ら使用済みの割りばしを回収し、パルプの原料や土壌改良剤(炭)として役立ててい

ます。また、使い捨てカイロを回収し、鉄の資源材として活用しています。 

平成 28 年度 地域循環ネットワークの実績 

 割りばし回収 カイロ回収 

ボランティア人数 30 人  

協 力 事 業 所 等 57 事業所 20 事業所 

収 集 量 4.1 トン 0.9 トン 

    

ウ  民間のリサイクル活動支援と利用促進 

（ア）リサイクル協力店の周知、利用拡大の促進 

平成 15 年度から、ごみの減量化や資源化に積極的に取り組む市内の事業者を長 

岡市ごみ減量・リサイクル協力店として認定し、市民・事業者・市が一体となって

ごみの減量とリサイクル運動を推進しています（平成 29 年３月末現在 42店舗）。 

 

資源物の拠点回収 



 １７

エ 産業廃棄物の減量化対策の推進 

（ア）公共工事における再生品の利用促進 

「建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」におい

て、分別解体等及び再資源化等の実施義務に関する規定が平成 14年５月 30 日から

施行され、コンクリート塊、アスファルト、建設発生木材等の建設業に係る副産物

の再資源化を行っています。また、国土交通省では、平成 15 年 10 月に「建設発生

土等の有効利用に関する行動計画」を策定しました。長岡市でもこの計画に基づき、

下水道工事の埋め戻しや土地区画整理事業の造成盛土の一部に建設発生土を再利

用しています。 

（イ）建設リサイクル法に基づく届出の徹底 

建設廃棄物の再資源化については、「建設工事に係る資源の再資源化等に関する 

法律（建設リサイクル法）」により資源の有効な利用促進を図ることとされています。 

一定規模以上の建設工事の発注者及び自主施工者は、工事着手の７日前までに、

分別解体等の計画等を届け出ることとなっており、その届出内容が分別解体等の施

行方法に関する基準に適合するか確認を行い、的確な実施について、助言・勧告・

命令等を行っています。 

 



 １８

 ３ 省資源・省エネルギー対策 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 
進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 省資源対策 

 ○ ① 再生製品利用の促進   

 ○ ② グリーン購入の促進 

 ○ ③ 発生汚泥・下水処理水の再利用   

 ○ ④ アスファルト、コンクリート廃材、建設発生土の再利用   

 ○ 

○ 

⑤ 市民、事業者への普及啓発 

  ・日常における環境配慮指針の周知 

 (2) 省エネルギー対策 

 ○ ① 地域におけるエネルギー使用量の削減   

 ○ ・交通渋滞対策の推進・公共交通機関の利用促進   

 ○ 

○ 

  ・コージェネレーションシステムの導入促進 

② ごみ焼却施設の余熱利用   

 ○ ③ 汚泥消化ガスの有効利用   

 ○ 

○ 

④ 長岡市地球温暖化対策実行計画に基づく市の率先した取り組み 

⑤ 市民、事業者への普及啓発   

 ○ 

○ 

・日常における環境配慮指針の周知 

・節電啓発に関する取り組み 

 

（１）省資源対策 
ア 再生製品利用の促進 

 市は、再生紙など再生材料等から作られた物品や原材料の選択、使用を積極的に進

めています。 

 

イ グリーン購入の促進 

市は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に

定める環境にやさしい製品等の使用を積極的に進めています。 

第１節－１地球環境問題への取り組みの推進－（１）地球温暖化の防止－ア－（イ）を参照 

（５ページ） 

 

ウ 発生汚泥・下水処理水の再利用 

下水汚泥の大部分は、県営又は民間の中間処理施設に搬入した後、補助燃料として

焼却炉で燃焼され、灰はセメントの原料として利用されています。このほか、民間の

肥料工場（コンポストセンター）に搬入し、普通肥料の原料として利用されています。 

また、下水処理水の一部を消雪用水、流雪溝、機械用水、消化ガスの精製水等とし

て再利用しています。平成 28 年度に長岡中央浄化センターでは、１日あたり約 8,500

 使用しており、処理水(高級処理水量)全体の約 14％に相当します。 



 １９

 エ アスファルト、コンクリート廃材、建設発生土の再利用 

第１節－２廃棄物の減量とリサイクル－(２)リサイクルの推進－エ－(ア)を参照（17 ページ） 

 

オ 市民、事業者への普及啓発  

（ア）日常における環境配慮指針の周知 

第４節－１環境教育の推進－(１)啓発事業の推進－アを参照（74 ページ） 

 

(２) 省エネルギー対策 

ア  地域におけるエネルギー使用量の削減 

（ア）交通渋滞対策の推進・公共交通機関の利用促進 

第２節－１大気汚染・悪臭の防止－(１)自動車排出ガス対策の推進－イ、ウを参照 

（22 ページ） 

（イ）コージェネレーションシステムの導入促進 

第１節－１地球環境問題への取り組みの推進－(１)地球温暖化の防止－カー（ア）を 

参照（７ページ） 

 

イ ごみ焼却施設の余熱利用 

寿クリーンセンターのごみ焼却施設の焼却余熱を有効利用した「エコトピア寿」を、

平成 13 年４月から運営しています。この施設は、浴場、温水プール、床暖房、広間

などを備えた市民の健康づくりと憩いの場となるもので、平成 28 年度は 311 日間開

館し、こどもから高齢者まで 105,516 人が入場しました。 

 

ウ 汚泥消化ガスの有効利用 

長岡中央浄化センターでは、処理の過程で発生する汚泥消化ガスを施設内の加温ボ

イラや空調設備に利用しています。余剰分については、都市ガスに近い成分にまで精

製し、北陸ガス㈱へ売却しています。平成 28年度の売却量は約 61 万 、金額にして

約 1,430 万円で、これは一般家庭の都市ガス使用量の約 1,050 世帯分に相当します。

これにより、焼却処分していた未利用エネルギーが活用でき、焼却による二酸化炭素

の排出抑制につながり、この取組みは、国から環境保全のモデル事業を受けています。 
 

エ 長岡市地球温暖化対策実行計画に基づく市の率先した取り組み 

市は、地域における大規模事業所の１つとして、「長岡市地球温暖化対策実行計画

（第３次）」に基づき、市の全ての事務・事業から排出される温室効果ガスの削減及

び「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（グリーン購入法）」に基づく

物品等の購入を通じ、環境負荷の低減に取り組みました。 
 

 

 

 

 



 ２０

オ 市民、事業者への普及啓発 

（ア）日常における環境配慮指針の周知 

第４節－１環境教育の推進－(１)啓発事業の推進－アを参照（74 ページ） 

（イ）節電啓発に関する取り組み 

市民や事業者から節電に関する取り組みを進めていただくため、電気機器の使用

が増える７月に、市政だよりや市ホームページ等を通じて節電の啓発をしました。 

また、市内４校の小学６年生を対象に「地球温暖化対策講座」を実施し、節電に

ついての意識醸成を図りました。 
 



第２節 「環境汚染のない安全なまち」 

をめざして 
 

水質検査 
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第２節 「環境汚染のない安全なまち」をめざして 

１ 大気汚染 ・悪臭の防止 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 
進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 自動車排出ガス対策の推進 

 ○ ① 低公害車の普及促進  

 ○ ・市における率先導入  

 ○ ・天然ガス自動車の普及促進   

 ○ ② 交通渋滞対策の推進  

 ○ ・幹線道路網の整備の推進   

 ○ ・ＴＤＭ（交通需要管理）施策の推進   

 ○ ・ノーマイカーデーの実施   

 ○ ③ バス等公共交通機関の利用促進  

 ○ 

◎ 

・バス運行の利便性向上に対する支援   

・長岡駅大手口駅前広場再整備の促進 

 ○ ・バス待合所の整備の促進   

 ○ ・パーク＆ライドの推進   

 ○ ・交通バリアフリーの推進   

 ○ ④   歩行者道、自転車道の整備 

 ○ ・バリアフリー歩行者空間ネットワークの整備   

 ○ ・既存道路における歩道、自転車通行帯の整備   

 ○ ⑤ 自転車駐車場の整備    

 ○ ⑥ 街路樹、緑地整備等沿道環境対策の推進 

 ○ ・道路緑化事業の推進   

 ○ ・土地区画整理事業の推進   

 ○ ⑦ 長岡市緑の基本計画の推進   

 ◎ ・水と緑のネットワークの整備 

 ○ ・緑化重点地区・公園、緑地の整備 

 ○ 

○ 

⑧ エコドライブの推進 

・アイドリングストップ実施の促進   

 (2) 工場等発生源対策の推進 

 ○ ① 市有施設におけるダイオキシン類等有害化学物質の発生抑制 

 ○ ② アスベスト対策 

 ○ ・県と連携した飛散防止対策 

 ○ ・一定規模以上の民間建築物のアスベスト除去等改修工事に対する助成 

 ○ 

○ 

③ 稲わら焼却禁止の周知 

・稲わら、もみ殻の再資源化の促進 

 ○ ④ 野焼き禁止の周知 
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 ○ ⑤ 工場等の悪臭発生源対策の推進 

 ○ ⑥ 畜舎、堆肥場の悪臭対策の推進 

 (3) 大気監視体制の充実 

 ○ ① 県と連携した大気環境の監視・観測体制の整備 

    

(１) 自動車排出ガス対策の推進 

ア 低公害車の普及促進  
（ア） 市における率先導入 

長岡市では、平成 15 年度に「長岡市低公害車導入基準」を作成し、塵芥車（ご

み収集車）については、天然ガス自動車を購入する等、市有車の更新時に合わせて

低公害車を率先的に導入しています。 

平成 28 年度末現在の低公害車の導入状況は、電気自動車４台、ハイブリッド自

動車 12 台、天然ガス自動車３台、低燃費かつ低排出ガス認定自動車 360 台となっ

ており、全公用車（大型特殊自動車、小型特殊自動車及び二輪自動車を除く。）の

約 53％を占めています。 

（イ）天然ガス自動車の普及促進 

第１節－１地球環境問題への取り組みの推進－（３）酸性雨（雪）対策－イ－（イ）を参照 

（10 ページ） 

 
イ 交通渋滞対策の推進 

（ア）幹線道路網の整備の推進 

     平成 25 年に開通した左岸バイパスを長岡北スマートＩＣ、長岡南越路スマート

ＩＣへ向けて延伸する事業に着手しました。また、県に対し長岡東西道路の整備推

進の働きかけを行い、幹線道路網の構築を進めています。 

（イ）ＴＤＭ（交通需要管理）施策の推進 

平成８、９年度に、相乗り通勤や時差出勤の促進策等についてアンケート調査及 

び促進方法等の検討を行い、平成 10 年度からは、ＴＤＭ（交通需要管理）施策に

ついて広く市民から理解を得るため、ＰＲ活動を進めています。 

（ウ）ノーマイカーデーの実施 

公共交通の利用促進とこれに伴う温室効果ガスの削減等を目的に、平成 13 年度

から市内一斉のノーマイカーデーに取り組んでおり、平成 28 年度は９月 12 日から

９月 18 日に市内 99 団体と個人が実施し、延べ 6,113 人がマイカー通勤の自粛を行

いました。 

  

ウ バス等公共交通機関の利用促進 

（ア）バス運行の利便性向上に対する支援 

     市では、地域住民の生活に必要なバス路線について、バス事業者等に支援を行い

ながら、生活交通を確保しています。平成 28 年度は、65 路線について支援を行い、

バス運行の利便性向上を図りました。 
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（イ）長岡駅大手口駅前広場再整備の促進 

     長岡駅の拠点性を高めるとともに、駅の東西を往来する歩行者、自転車利用者の

利便性を向上させるため、長岡駅大手口駅前広場の再整備事業を行いました。平成

19 年度に東口エスカレーター、平成 21 年度に東西自由通路の延伸、平成 22 年度に

自転車駐車場、平成 23年度にペデストリアンデッキが完成しました。 

（ウ）バス待合所の整備の促進 
平成９年施行の「長岡市バス待合所設置事業補助金交付要綱」に基づき、バス待

合所を設置する町内会に対し、補助金を交付しており、平成 28年度は４箇所（李崎

バス停、雁島バス停、市坂バス停、田尻バス停）に補助しました。 

（エ）パーク＆ライドの推進 

     市では、マイカーから公共交通への乗り換えの利便性を向上させるため、パーク

＆ライドを推進しています。 

（オ）交通バリアフリーの推進 

     市では、高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の利便性及び安全

性の向上の促進を図るため、公共交通事業者が行う長岡駅及び乗合バスのバリアフ

リー化整備事業に対し、補助金を交付しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 歩行者道、自転車道の整備 

（ア）バリアフリー歩行者空間ネットワークの整備 

すべての人が安心・安全に通行できるよう、段差がなく幅の広い歩道の整備促進

について国や県と連携しながら促進しています。 

（イ）既存道路における歩道、自転車通行帯の整備 

   市内の主要道路は比較的広い歩道が整備されていますが、通学路に指定されてい

ても歩道のない道路や歩道と車道の分離が必要な道路等、歩道の整備が必要な道路

も数多く残されています。このような箇所については、計画的に整備を図っており、

平成 28 年度は 5,357.1m を整備しています。 

今後は、市民へのアンケートや交通量調査を基に自転車ネットワーク計画を策定

し、自転車通行帯等の整備により、安全で快適な自転車利用環境の確保を図ります。 

 

 

 

長岡駅新幹線改札内多機能トイレ 
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  オ 自転車駐車場の整備 

    公共交通や自転車の利用促進、歩行者の通行の妨げになる放置自転車を減少させる

ため、交通結節点である長岡駅大手口駅前広場及び大手口北に地下自転車駐車場を整

備しました。平成 21 年度から工事に着手し、平成 23 年度より供用を始めました。 

 

カ 街路樹、緑地整備等沿道環境対策の推進 

（ア）道路緑化事業の推進 
沿道環境の改善と魅力的な道路景観の形成を図るため、市道において街路樹を整

備しました。 
（イ）土地区画整理事業の推進 

土地区画整理事業の推進により、調和のとれた市街地環境を形成し、安全で快適

な宅地供給を図っています。 

 

キ 長岡市緑の基本計画の推進 
（ア）水と緑のネットワークの整備 

第３節－３都市アメニティ（快適環境）の創造－（２）都市緑化の推進－ア－（ア）を参照 

（66 ページ） 

（イ）緑化重点地区・公園、緑地の整備 

第３節－３都市アメニティ（快適環境）の創造－（２）都市緑化の推進－ア－（イ）を参照 

（66 ページ） 

 

ク エコドライブの推進 
（ア）アイドリングストップ実施の促進 

第１節－１地球環境問題への取り組みの推進－（１）地球温暖化の防止－エ－（ア）を 

参照（６ページ） 

 
(２) 工場等発生源対策の推進 

ア 市有施設におけるダイオキシン類等有害化学物質の発生抑制 

市では、ダイオキシン類等の大気汚染物質の発生をできるだけ抑えるため、ごみの

減量やプラスチック類の分別の徹底等を啓発するとともに、県と連携し、環境中のダ

イオキシン類等の実態について継続して調査しています。 

各クリーンセンターの排ガスの調査結果は、国の排出基準値を大きく下回りました。 

平成 28 年度 ごみ焼却施設の排ガスの検査結果 

項   目 単  位 

寿ごみ焼却施設（測定日） 

（１号炉：平成 28 年 9 月 1 日、

 ２号炉：平成 28 年 9 月 1 日）

鳥越ごみ焼却施設（測定日）

（A 系炉：平成 28 年 11 月 24 日、

B 系炉：平成 28 年 11 月 25 日）

 

※排出基準

 
１号炉 ２号炉 Ａ炉 Ｂ炉 

ダイオキシン類 ng-TEQ/m3 0.0038 0.043 0.11 0.81 

寿ごみ焼却施

設 5以下 
鳥越ごみ焼却施
設 1以下 
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項   目 単  位 

中之島ごみ焼却施設 

（平成 21年 3月 31日休止）

栃尾ごみ焼却施設   

（平成 26年 3月 18日休止） ※排出基準

１系炉 ２系炉 １号炉 ２号炉 

ダイオキシン類 ng-TEQ/m3 － － － － 
栃尾ごみ焼却

施設 1以下 

※ ダイオキシン類は異性体と呼ばれる種類ごとに毒性が異なるため、最も毒性が強い 2,3,7,8-四塩化

ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値である TEQ（毒性等量）で表示しています。 

ダイオキシン類は200以上の種類があり、このうち現在まで毒性が認められているのは29種類です。 

※ 各焼却施設の排出基準値が異なるのは、施設の設置年が相違するためで、鳥越及び栃尾ごみ焼却施設

については、平成 14年 12 月 1日から「1 ng-TEQ/m3以下」が適用されています。 

 

イ アスベスト対策  

（ア）県と連携した飛散防止対策 

市では、市有施設のアスベスト使用状況調査を実施し、使用が確認された施設 

の飛散防止対策を行うなど、適切な処置を施しており、人への影響はありません

でした。 

     また、県によると長岡市内でアスベスト建築物解体等に係る届出は平成 28 年度

で 38 件あり、いずれも適切な処置を施しており、人への影響はありませんでした。 

     ■ 市有施設におけるアスベスト使用状況 

・アスベスト使用状況 

 使用が確認さ

れた施設数 

使用が確認され

なかった施設 

使用が未確定 

又は調査未実施 

の施設 

吹き付けアスベスト等 58 1,244 0 

アスベスト含有保温材等 8 996 298 

   ※ 平成 17年度以前に建築された施設（1,302 施設）を対象 

・アスベストを使用している施設の対応状況 

 飛散防止対策が 

措置されているもの 

※１

ばく露のおそれがなく、

飛散防止対策を実施し

ないもの    ※２ 

吹き付けアスベスト等  53 5 

アスベスト含有保温材等  4 4 

       ※１ 飛散防止対策で、除去、薬品で固化する封じ込め、天井を覆う囲い込みなどが施されてい

る状況のこと。 

※２ アスベスト含有建材の損傷、劣化等による石綿等の粉じんの飛散による被害のおそれがな

いため、飛散防止対策の必要がないもの。 

 

（イ） 一定規模以上の民間建築物のアスベスト除去等改修工事に対する助成 

     国や県と連携を図りながら、1,000 ㎡以上の比較的規模の大きい、多数の人が使

用する建築物を対象に助成制度を設け、優先的にアスベストの除去等の飛散防止対

策を推進しています。 
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ウ 稲わら焼却禁止の周知 

稲わらの焼却対策として、農協では稲わらを全量すき込みするよう生産基準に定め

ています。また、啓発チラシ、市政だよりへの掲載等による周知活動を行っています。 

もみ殻の焼却は、臭気や体調不良の大きな原因となることから、市政だよりや地域

の回覧等で適切な処理について周知を行っています。 

（ア）稲わら、もみ殻の再資源化の促進 

    未利用稲わらやもみ殻を再資源化することにより、焼却行為を抑制し有効利用を

推進しています。また、もみ殻は畜産農場等における堆肥化の副資材として利活用

が図られています。 
 

エ 野焼き禁止の周知 

一定規模以上のボイラー、廃棄物焼却炉等のばい煙発生施設については、大気汚染

防止法に基づき新潟県が立入検査を実施し指導しています。 

近年、焼却施設から排出されるダイオキシン類による環境汚染への懸念から、特に

野焼きや小型焼却炉に対する苦情が増えています。平成14年12月には、廃棄物処理法

の改正により焼却炉の構造基準が強化されたほか、軽微な焼却及びさいの神等を除い

て野焼きが禁止されました。市では県と連携し、焼却炉の管理者に設備の改善等につ

いて指導するとともに、市政だより等を通じて周知しています。 

 

オ 工場等の悪臭発生源対策の推進 

塗装工場及び塗装工事現場等に対して、作業時には気象条件等を考慮して行うよう

指導しています。 

 

カ 畜舎、堆肥場の悪臭対策の推進 

畜舎の悪臭対策としては、「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する

法律」に基づき、家畜ふん尿の適正処理推進のための指導や情報提供を行っています。

また、堆肥の切り返し作業においては、風向きに十分注意するよう指導しています。 

 

(３)  大気監視体制の充実 

ア 県と連携した大気環境の監視・観測体制の整備 

・大気環境の現状 

新潟県が市内２か所において、国の環境基準が定められている大気汚染物質のう

ち、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素、浮遊粒子状物質（SPM）、微小粒子状物

質（PM2.5）及び光化学オキシダントについて、自動観測装置を用いて常時測定を

行っています。市では、微小粒子状物質（PM2.5）及び光化学オキシダントを除く

４物質については、環境基準とは別に、「長岡市環境基本計画」において環境指標

を設定しています。 

一般地域の大気については長岡工業高校で、自動車の排出ガスによる影響を受け

やすい地域の大気については城岡自動車排出ガス測定局（城岡自排）で測定してい

ます。 
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①二酸化窒素 

・二酸化窒素を代表とする窒素酸化物は、主に化石燃料の燃焼に伴って発生します。 

・主な発生源として、工場のボイラーや自動車などが挙げられます。 

・国が「大気の汚染に係る環境基準」を設け、対策の目標としています。 

 

■ 二酸化窒素の年平均値の推移 （調査機関：新潟県） 

１地点で調査した結果、環境基準 

を下回っていました。 
平成 28 年度の年平均値は昨年度よ

り低下しています。 
 

環境基準 

１時間値の１日平均値 0.04～0.06 ppm の 

ゾーン内又はそれ以下 

 

※H27、28 年度において、城岡自排は故障のため欠測 

 

②二酸化硫黄 

・主に重油の燃焼に伴って発生します。 

・酸性雨の原因物質とされています。 

・国が「大気の汚染に係る環境基準」を設け、対策の目標としています。 

 

■ 二酸化硫黄の年平均値の推移 （調査機関：新潟県） 

１地点で調査した結果、環境基準を

下回っていました。 

近 年 の 観 測 結 果 は 0.000 ～

0.001ppm で推移しています。 

 

環境基準 

１時間値の１日平均値 0.04ppm 以下 

かつ 1時間値 0.1ppm 以下 

 

※H26 年度は故障のため欠測 

 
 
 
 
 

城岡自排 

工業高校 
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③浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

・浮遊粒子状物質は、大気中に浮遊する粒子状物質のうち粒径が 10μm 以下のものです。 

（μは百万分の一） 

・微小なため大気中に長時間滞留し、高濃度では人の呼吸器に影響を及ぼします。 

・工場等から排出されるばいじん、ディーゼル車の排出ガス、土壌粒子の飛散等が主な

発生源とされています。 

・国が「大気の汚染に係る環境基準」を設け、対策の目標としています。 

 

■ 浮遊粒子状物質の年平均値の推移 （調査機関：新潟県） 

 ２地点で調査した結果、環境基準を下

回っていました。 

平成 28 年度の年平均値は昨年度より

低下しています。 

 

環境基準 

１時間値の１日平均値 0.10 ㎎/m3以下  

かつ１時間値 0.20 ㎎/ m3以下 

 

 

 

④微小粒子状物質（PM2.5） 

・微小粒子状物質は、大気中に浮遊する粒子状物質のうち粒径が 2.5μm以下のものです。 

（μは百万分の一） 

・PM2.5 は非常に小さいため肺の奥深くまで入りやすく、呼吸器系への影響に加え、

循環器系への影響が懸念されています。 

・県内の測定局で PM2.5 の１日平均値が 70μg/m3を超えると予想された場合、新潟県

が注意喚起を実施します。 

 
■ 微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の年平均値の推移 （調査機関：新潟県） 

１地点で調査した結果、環境基準を

下回っていました。また PM2.5 に係る

注意喚起の実施はありませんでした。 

 
環境基準 

１年平均値が 15μg/m3以下 

かつ１日平均値が 35μg/m3以下 

 

 

 

城岡自排

工業高校 
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⑤光化学オキシダント 

・光化学オキシダントは、工場や自動車から排出される窒素酸化物や炭化水素類が、

太陽光の照射を受けて、二次的に生成されるものです。 

・光化学スモッグの原因となり、高濃度では人の呼吸器に影響を及ぼします。 

・国が「大気の汚染に係る環境基準」を設け、対策の目標としています。 

・濃度が 0.12 ppm 以上の状態になると、県は光化学スモッグ注意報を発令します。 

 

■ 光化学オキシダントの年平均値の推移 （調査機関：新潟県） 

１地点で調査をした結果、１時間値

が環境基準を上回った時間帯があり

ましたが、光化学スモッグ注意報の発

令はありませんでした。 

平成28年度の年平均値は、平年並み

の値でした。 

 

環境基準 

１時間値 0.06 ppm 以下 

 
 

 

・悪臭の測定体制整備 

臭気を迅速に測定できる携帯型におい測定器を装備し、測定体制を整えていま

す。 
・大気･悪臭に関する苦情 

平成 28 年度の大気・悪臭に関する苦情は、大気汚染が 23 件、悪臭が 9 件でし

た。特に、住宅街で行われる一般家庭の焼却行為（野焼き）は、大気汚染に関す

る苦情の中でも 18 件を占めており、洗濯物が汚れる、悪臭で気分が悪い等の訴え

が多く、近隣の住人が迷惑を被るケースが増えています。他人に迷惑をかける焼

却行為は、たとえ小規模であってもやめる事が求められます。  
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   年度 

苦情種類 
9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

大 気 汚 染 19 24 7 24 20 9 43 65 57 85 62 81 59 51 36 54 54 44 46 23

悪 臭 21 25 39 26 22 31 10 12 19 25 23 19 19 36 15 19 8 14 12 9

騒 音 8 14 4 10 21 16 19 14 18 27 23 23 18 14 27 23 15 17 29 18

水 質 汚 濁 2 1 3 4 1 1 1 1 5 8 5 7 2 2 3 4 1 8 0 3

不 法 投 棄 1 1 3 3 3 4 1 2 1 13 4 4 2 5 18 0 12 3 0 0

振 動 0 0 0 0 2 1 2 1 3 6 9 4 2 2 5 1 1 1 1 0

地 盤 沈 下 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

土 壌 汚 染 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他 3 7 4 6 5 12 10 12 8 12 3 13 8 6 2 1 1 1 3 0

合 計 54 73 61 73 74 74 87 107 112 176 129 151 110 116 106 102 92 88 91 53
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２ 水質汚濁の防止 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 
進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 生活排水・事業場排水対策の推進 

 ○ ① 公共下水道の整備   

 ○ ② 合併処理浄化槽の普及促進   

 ○ ③ 水洗化率の向上 

 ○ ④ 工場・事業場における排水対策の推進   

  ○ ・水質汚濁防止法や下水道法に基づく立入検査 

 ○ ⑤ 都市雨水対策計画の推進   

     ○ 

    ○ 
・都市雨水対策事業の推進 

・雨水流出抑制策の実施   

 (2) 化学物質対策の充実 

 ○ ① 農地の農薬等の適正使用の推進   

 ○ ② ゴルフ場における農薬の適正使用の推進   

 ○ ③ 化学物質・環境ホルモンに関する情報の収集と提供  

 (3) 河川の水質浄化対策の推進 

 ○ ① 用悪水路の改修整備   

 ○ ② 河川水量確保対策の推進 

 ○ ・森林の保全・整備   

 ○ ・透水性舗装の推進   

 (4) 水質監視体制の充実 

 ○ ① 公共用水域（河川・海域）及び地下水の水質監視体制の充実・強化    

 ○ 
○ 

② 市民が親しむ身近な水環境の調査 

  ・海水浴場調査の実施 

 

 

 (１)  生活排水・事業場排水対策の推進 

ア 公共下水道の整備及び合併処理浄化槽の普及促進 

公共下水道、農業集落排水施設等の整備を進め、平成 28 年度末で、汚水処理人口普 

及率(行政人口に対する汚水処理施設普及人口)が 97.2%に達しました。28 年度に実施 

した公共下水道等整備事業は次のとおりです。 

・公共下水道………管路延長 9.1 ㎞ 

・合併処理浄化槽…個人設置型として 51基に補助金を交付 

 

公共下水による排水処理面積  

全体計画面積 8,879.7ha 

28 年度末の処理区域面積    7,217.9ha 
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農業集落排水施設による排水処理面積 

全体計画面積 599 ha 

28 年度末の処理区域面積     599 ha 

合 併 処 理 浄 化 槽 設 置 数  2,631 基  

下水道整備及び合併浄化槽の普及(28 年度末設置数 2,631 基)により、生活環境の

改善が図られています。 

 

イ 水洗化率の向上 

水洗化を促進するため、水洗化資金の融資制度を継続するほか、水洗化への指導、

啓発活動を行っています。 

 

ウ 工場・事業場における排水対策の推進 

市は、河川、湖沼などの公共用水域の水質汚濁を防止するため、水質汚濁防止法

等に基づき、有害物質等を排出するおそれのある施設について、排水基準を順守す

るよう指導しています。 

（ア）水質汚濁防止法や下水道法に基づく立入検査 

水質汚濁防止法に定める特定施設を持つ特定事業場に対しては、市が立入検査

を実施し、排水状態等について検査しています。 

なお、下水道の処理区域内において下水道に下水を排出する事業場に対しても、

市が下水道法に基づき立入検査等を行い、水質規制を行っています。 

 

エ 都市雨水対策計画の推進 

（ア）都市雨水対策事業の推進 

平成 14 年３月に「長岡市都市雨水対策計画報告書」をまとめ、これに基づいて 

  国や県とも調整しながら都市型水害への対策を進めています。 

（イ）雨水流出抑制策の実施 

雨水の流出を抑制し、雨水を有効活用する都市雨水対策の一環として、雨水貯 

留槽設置補助金交付事業を実施しています。現在まで 412 件に補助しました。 

 

(２) 化学物質対策の充実 

ア 農地の農薬等の適正使用の推進 

食の安全性の確保を図るため、農家に対し、使用可能農薬を品目ごとに周知する

とともに、農薬の使用時期、使用量の記帳を指導しています。 

また、平成 18 年５月 29 日の食品衛生法の改正により、一定基準以上の農薬が残

留する食品の販売を禁止するポジティブリスト制度がスタートし、従来以上に農薬

の適正使用に注意し、周辺ほ場等に飛散することの無いよう指導しています。 

 

イ ゴルフ場における農薬の適正使用の推進 

ゴルフ場の農薬使用に係る指導権限を有する県と連携し、市内のゴルフ場に対し

て、水質監視や農薬使用量の削減指導を行っています。 
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ウ 化学物質・環境ホルモンに関する情報の収集と提供 

市民や事業者の皆さんが有害化学物質を理解し、的確に対処していただくため、 

市のホームページを通じて情報提供しています。 

・ダイオキシン類 

ダイオキシン類は、廃棄物の焼却過程等で非意図的に生成される化学物質です。発

生源は多岐にわたっており、発がんを促進する作用など、人体への健康影響があると

されています。国では、大気、水質及び土壌について環境基準を設け、対策の目標と

しています。市では、市内２河川２ヶ所についてダイオキシン類の調査を行っていま

す。測定の結果、平成 28 年度はすべての地点で環境基準（１pg-TEQ/L）を下回って

いました。 

 

■ 平成 28 年度 河川水におけるダイオキシン類調査結果（調査機関：長岡市） 

                    採水日：平成 28年 11 月 21 日（郷本川） 

平成 28年 11 月 30 日（渋海川） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
 
 

 

     また、市の廃棄物最終処分場における放流水及び周辺地下水のダイオキシン類濃

度を測定した結果、すべての地点で排出基準（放流水）及び環境基準（地下水）を

下回っていました。 
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■ 廃棄物最終処分場のダイオキシン類排出濃度(水質)       単位：pg-TEQ/L 

区      分 排出濃度 基準値 測定日 

柿 

新処分場放流水 0 
10 

平成 28年

（以下同）

10月 5日

旧処分場放流水 0.00068 

周辺地下水 

動物保護センター地下水 0.056 

１ 
斎場地下水 0.056 

下流（№２） 0.076 

下流（№３） 0.056 

鳥 越 

放流水 0 10 11 月 2日

周辺地下水 
下流（１号井） 0.057 

１ 9 月 7日 
下流（３号井） 0.057 

栃 尾 

※クローズドシステム(密閉型)のため放流水はない 

周辺地下水 
上流 0.062 

 １ 7 月 5日 
下流 0.057 

小 国 

放流水 0.00033 10 10 月 13 日

周辺地下水 
上流（№1） 0.000066 

１ 6 月 16 日
下流（№12） 0 

寺 泊 

放流水 0.00055 10 10 月 2日

周辺地下水 
上流 0.061 

１ 
10 月 13 日

下流 0.063 10 月 12 日

・その他の有害化学物質 

平成 28 年度に県が実施した大気汚染調査では、有害大気汚染物質として環境基準   

が定められている４物質（ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン

及びジクロロメタン）について、市内２地点（長岡工業高校、城岡橋）において測

定を行った結果、年平均値は、いずれの物質も環境基準を下回っていました。今後

も県が調査を継続していきます。 

  

(３) 河川の水質浄化対策の推進 

ア 用悪水路の改修整備 

普通河川及び集落周辺の用悪水路の水質は、公共下水道の普及に伴い徐々に良くな 

っていますが、未だ、家庭雑排水による悪臭や汚水の停滞があり、これを解消するた

め、河川水路の改修整備を進めています。  

 

イ 河川水量確保対策の推進 

（ア）森林の保全・整備 
林業振興を図ることで、森林のもつ水源かん養機能の維持増進が望めることから、

平成28年度は34.31haの人工造林事業及び下刈り等保育事業に対して補助しました。 
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（イ）透水性舗装の推進 
雨水の地下へのかん養を図るため、歩道等の透水性舗装※を実施しています。平

成 28 年度は旧長岡地域において栖吉町ほか５か所で、延長 784m にわたって透水性

舗装を行いました。 

※ 透水性舗装･･･舗装体を通し雨水を直接路床へ浸透させ、地中に還元させる機能を持つ舗装。 

平成 28 年度末における透水性舗装の整備延長（市道分） 39,765ｍ   

 

（４） 水質監視体制の充実 

ア 公共用水域（河川・海域）及び地下水の水質監視体制の充実・強化 

水質汚濁に係る国の環境基準項目の追加に伴い、水質調査項目を拡充しました。 
また、河川等公共用水域への油類の流出などの異常水質事案に対して、河川流域の

関連団体と連携をとりつつ、迅速に対応しています。 
なお、公共用水域及び地下水の水質調査結果については、下記ホームページに掲載

しています。 
  http://www.city.nagaoka.niigata.jp/sangyou/cate11/suishitu/examination-water.html 

 

・河川の水質調査 

・水質汚濁に係る環境基準は、公共用水域の水質について達成し、維持することが

望ましい基準を定めたもので、次の２つの項目があります。 

◆人の健康の保護に関するもの（健康項目）  

◆生活環境の保全に関するもの（生活環境項目） 

・市内を流れる河川では、信濃川、魚野川、猿橋川上流及び渋海川がＡ類型、猿橋

川下流、黒川、刈谷田川、新島崎川及び郷本川がＢ類型、島崎川がＣ類型に指定

されています。 

※ 生活環境の保全に関する項目については、河川ごとにその利用目的等に応じた類型が

指定されています。 

・環境基準の類型指定を受けていない河川については、「長岡市環境基本計画」で

定める「水質環境指標」を設定しています。 

・平成 28年度は、市内 28 河川（40 地点）において水質調査を行いました。 

・健康項目については、すべての地点で環境基準及び環境指標を達成しています。 

・生活環境項目のうち、水質汚濁の代表的指標であるＢＯＤ(生物化学的酸素要求

量)については、１地点を除くすべての地点で、年間平均値が環境基準及び環境

指標を下回っていました。なお、超過が見られた地点については、夏季におけ

る河川の水量の低下に伴うＢＯＤの上昇により、年間平均値が超過したものと

考えられます。 
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■ 主な河川のＢＯＤ経年変化（調査機関：長岡市） 

 

・地下水の水質調査 

全市的な地下水の水質状況を把握するために、事業場の周辺など、市内 19 地点で調

査を行いました。その結果、過去の調査により確認された汚染の経年変化を監視してい

る地点のうち３地点で、シス-1,2-ジクロロエチレンなどの項目が環境基準（※）を超

過していました。このため、井戸所有者に対し、引き続き、地下水の飲用を中止するよ

う周知等を行いました。 

（※）中之島中条新田で砒素、干場で及び雨池町でシス-1,2-ジクロロエチレン、和島城之

丘で塩化ビニルモノマーが環境基準を超過 

 
イ 市民が親しむ身近な水環境の調査 
（ア）海水浴場調査の実施 

海水浴に供される公共用水域の水質等の現状を把握するため、市内４ヶ所の海水

浴場について、水質調査を実施しています。 

平成 28 年度の水浴場開設前調査では、概ね良好な水質状態でした。 

■ 海水浴場の水質調査結果（水浴場開設前調査） 

調査期間：平成 28 年４月 25 日～５月 16日 

※ 水質が｢AA｣及び「A」は水浴に適した水質であり、｢B｣及び「C」は水浴が可能な水質 

河川名（調査地点） 
環境指標

（㎎/L）
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

太田川（永代橋） ３以下 1.4 1.4 1.4 1.2 2.3 1.0 1.2 

黒 川（黒川橋） ３以下 1.7 1.6 1.8 0.9 1.3 1.4 1.0 

柿 川（新柿橋） ２以下 1.0 1.7 1.5 1.1 1.0 0.9 0.6 

栖吉川（令終橋） ５以下 0.9 1.0 1.2 1.0 0.5 0.7 0.8 

項 目 

水浴場名 

ふ ん 便 性 

大腸菌群数 

(個/100ｍL) 

油膜の有無 

ＣＯＤ 

（化学的酸素 

 要求量） 

（㎎/L） 

透明度 

(m) 
 判 定※

野積海水浴場 2 未満 認められない 1.9 1 以上 水質 AA 

寺泊中央海水浴場 2 未満 認められない 2.3 1 以上 水質Ｂ 

金山海水浴場 2 未満 認められない 1.9 1 以上 水質 AA 

郷本海水浴場 2 未満 認められない 1.7 1 以上 水質 AA 

基準（水質 AA） 2 未満 認められない 2 以下 1 以上  

（水質 A） 100 以下 認められない 2 以下 1 以上  

（水質 B） 400 以下 常時は認められない 5 以下 1 未満～ 

0.5 以上 

 

（水質 C） 1,000 以下 常時は認められない 8 以下 1 未満～ 

0.5 以上 
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３ 土壌環境の保全 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 

進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 土壌汚染監視体制の整備 

 ○ ① 市街地及び農用地の土壌汚染調査及び調査監視体制の整備 

 (2) 地盤沈下防止対策の推進 

 ○ ① 地下水に過度に依存しない雪処理対策の推進 

 ○ ・流雪溝の整備事業   

 ○ ② 地下水かん養対策の推進 

 ○ ・透水性舗装の推進   

 ○ ③ 地下水の適正利用 

 ○ ・地下水保全条例に基づく節水ルールの周知   

 

 

○ 

○ 

・節水パトロールの強化 

・節水型降雪検知器の普及促進   

 ○ ・地下水節水型消雪制御システムの導入   

 ○ ④ 地盤沈下・地下水位監視体制の整備・充実   

 

(１) 土壌汚染監視体制の整備 

ア 市街地及び農用地の土壌汚染調査及び調査監視体制の整備 

土壌については、土壌の汚染の有無を判断する基準として、また、汚染土壌に係 

る改善対策を講ずる際の目標となる基準として、「土壌の汚染に係る環境基準」が定

められています。 

また、土壌汚染対策法では、有害物質を使用していた工場及び工場跡地や、一定

規模（3,000 ㎡）以上の工事を行う予定で土壌汚染のおそれがある土地などにおいて、

一定の要件に該当する場合には、土地の所有者が汚染状況を調査する必要がありま

す。 

 調査の実施により、汚染の状況が法律で定める基準を超えていたことが判明した

場合、市はその土地を、健康被害が生ずるおそれがある場合は「要措置区域」、健康

被害が生ずるおそれがない場合は「形質変更時要届出区域」に指定し、告示します。   

市はいずれの区域に指定した場合も、汚染の範囲・状況等を記載した区域台帳を

作成し、その台帳を閲覧等の方法により公開しています。長岡市内には平成 28 年度

末現在で「形質変更時要届出区域」が６か所あります。 

 

 (２)  地盤沈下防止対策の推進 

ア 地下水に過度に依存しない雪処理対策の推進 

（ア）流雪溝の整備事業 
下水道の雨水専用施設を投雪口として利用しており、現在の投雪口の設置箇所数は、

448 か所です。また、流雪溝は約 38.1 ㎞、流水道路は 8.1 ㎞整備されています。 
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イ 地下水かん養対策の推進 

（ア）透水性舗装の推進 

第２節－２水質汚濁の防止－（３）河川の水質浄化対策の推進－イ－（イ）を参照 

（35 ページ） 

 

ウ 地下水の適正利用 

（ア）地下水保全条例に基づく節水ルールの周知 

市では、昭和 61年に「長岡市地下水保全条例」を制定し、地下水の適正利用の

推進に努めています。長岡、中之島、越路、三島、与板地域に深さ 20m 以上でポ

ンプの吐出口の断面積が４ 以上の井戸を設置する場合には、届出が必要です。

その際に、節水型自動降雪検知器の設置や揚水機の能力の適正化などを指導して

います。 

深さ 20m 以上の井戸設置本数（平成 29年 3 月末現在、長岡地域のみ） 

13,708 本  うち消雪用 12,562 本 (91.6%) 

平成 16 年３月には、地下水の更なる節水のため条例の一部を改正し、新たに消

雪パイプの散水量の基準などを定めました。 

平成 26 年９月に「長岡市地下水保全条例」を改正し、平成 27 年４月から消雪

面積が 150 ㎡以上の消雪パイプ設置者に対して節水型降雪検知器の設置を義務付

けました。 

 

長岡市地下水保全条例の概要（適用地域：長岡、中之島、越路、三島、与板地域） 

対 象 者  内   容 説      明 

すべての対象者

（消雪用） 

散水量の基準又は散水飛

距離※1 

道  路 
1 ㎡当たりおおむね 0.3（㍑/分）以下 

（散水飛距離が、おおむね 20 ㎝以下） 

駐車場等
1 ㎡当たりおおむね 0.4（㍑/分）以下 

（散水飛距離が、おおむね 25 ㎝以下） 

消雪面積が 150 ㎡

以上の利用者 

節水型降雪検知器 設置が必要 

節水型降雪検知器の基準 
残雪処理時間は、おおむね 5 分以下※2 

雪温センサーは、おおむね 0.5℃以下※3 

水量調節弁 設置が必要※4 

ポンプの吐出口径
100 ㎜以上の利用者 

水量測定器 設置が必要※5 

管理責任者の選任及び地下水の揚水量の報告が必要※6 

※1 散水量の把握が困難なときは、散水飛距離を代わりの基準とする。 

※2 雪が降り止んでから、消雪パイプを停止するまでの時間のこと。 

※3 雪の温度を感知するセンサーの設定のこと。設定した値よりも雪の温度が低いとき消雪パイプが

稼動。 

※4 町内会・道路消雪組合は改修時に設置すること。                          

※5  町内会・道路消雪組合は対象外。 

※6  町内会・道路消雪組合は対象外。 
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（イ）節水パトロールの強化 

市では平成 16 年３月に「長岡市地下水保全条例」を 

改正し、地下水の節水ルールを定めました。地下水を利 

用している方に節水ルールを周知し、ルールを守って節 

水に努めていただくため、冬期間に節水パトロール隊を 

編成し、市内を巡回、指導しています。 

平成 20 年度からは節水ルールの適用地域が、長岡地 

域に加え、新たに中之島、越路、三島、与板地域にも拡 

大されました。 

 

（ウ）節水型降雪検知器の普及促進 

節水型降雪検知器を使用すると、降雪量に合わせて消雪パイプを間欠運転するこ

とができ、これにより地下水の節水を図るとともに、省エネルギーにもなるため、

環境への負担を軽減できます。 
市では、平成 26年９月に「長岡市地下水保全条例」を改正し、平成 27年４月か

ら消雪面積が 150 ㎡以上の消雪パイプ設置者に対して、節水型自動降雪検知器の設

置を義務付けました。また、早期に節水型自動降雪検知器の入れ替えを促進し、地

下水揚水量の削減効果を一層高めるため、条例施行に先行して、平成 26年 10 月か

ら、平成 27 年３月 31 日以前に設置してある消雪パイプに、節水型降雪検知器を設

置する際の経費に対し補助を開始しました。 

平成 28 年度は、90 件（交付額 4,735 千円）に補助しました。 

（エ）地下水節水型消雪制御システムの導入 

   市では、地下水の適正利用のため、消雪施設の新設、更新時には、節水型の消雪

制御システムを採用しています。また、平成 26 年度より、既存消雪施設について

従来型制御盤を節水型に切り替える工事に特化した事業に着手しました。 

 

エ 地盤沈下･地下水位監視体制の整備・充実 

冬期間の消雪用地下水の汲み上げに伴い、地盤沈下が懸念されていることから、

市内 22 か所に観測井を設置し、17 か所で常時地下水位を観測するとともに、6か所

で地盤沈下量も併せて観測しています。 

平成 28 年度の冬は１月下旬にまとまった降雪があったものの小雪傾向であった

ため、大幅な地下水位の低下は見られませんでした。暖冬であった平成 26 年度より

も地下水位は低下しませんでした。 

なお、地盤の沈下量はおおむね沈静化していますが、わずかながら累積傾向にあ

ります。地盤沈下の状況を面的に把握するため、隔年で水準測量を行っています（次

回の測量は、平成 30 年度に実施予定）。 

 

 

 

 

節水パトロール 
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（注）・地盤沈下量は、観測開始（H2.12）からの累計値を示す。 

・地下水位は、月の平均値を示す。 

地下水位 

地盤沈下量 

降雪量 
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4 静けさの保持 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 

進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 交通騒音対策 

 ○ ① 高速自動車道・一般国道等における騒音調査体制の充実 

・高速自動車道 

・一般国道等 

○ 
○ 

 ○ ② 街路樹、緑地整備等沿道環境対策の推進 

 ○ ・道路緑化事業の推進   

 ○ ・土地区画整理事業の推進   

 ○ ③ 沿道地域における土地利用の適正化   

 ○ ④ 交通渋滞対策の推進 

 ○ ・幹線道路網の整備の推進   

 ○ ・ノーマイカーデーの実施   

 ○ ・ＴＤＭ（交通需要管理）施策の推進   

 ○ ⑤ バス等公共交通機関の利用促進 

 ○ ・バス運行の利便性向上に対する支援   

 ◎ 

○ 

  ・長岡駅大手口駅前広場再整備の促進 

・バス待合所の整備の促進   

 ○ ・パーク＆ライドの推進   

 ○ ・交通バリアフリーの推進   

 ○ ⑥ 歩行者道、自転車道の整備 

 ○ ・バリアフリー歩行者空間ネットワークの整備   

 ○ ・既存道路における歩道、自転車通行帯の整備   

 (2) 近隣騒音対策 

 ○ ① 日常生活における近隣騒音対策   

 ○ ・日常における環境配慮指針の周知 

 ○ ・深夜営業における騒音規制に関する県条例の周知   

 (3) 工場等の騒音・振動対策 

 ○ ① 工場等の騒音・振動の未然防止対策の推進  

 ○ 

○ 

  ・騒音・振動規制法に基づく特定施設の届出の徹底 

② 建設作業時の騒音、振動の未然防止対策の推進   

 ○ 

○ 

 ・騒音・振動規制法に基づく特定建設作業の届出の徹底 

③ 工場立地時の公害防止・環境保全協定の締結   

 ○ ④ 工業団地の整備促進等による住工混在の解消   

 ○ ⑤ 施設改善・工場等移転の融資事業の促進   
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(１) 交通騒音対策 

市では、毎年高速自動車道沿道地域の騒音調査及び道路に面する地域及び一般地域の

環境騒音調査を行い、騒音の現況把握に努めています。 

また、幹線道路の沿道地域を対象として自動車騒音常時監視を行い、騒音に係る環境

基準の達成状況についての調査を行っています。 

ア 高速自動車道・一般国道等における騒音調査体制の充実 

（ア）高速自動車道 

高速自動車道沿線地域において、環境基本法に基づく「騒音に係る環境基準」の

達成状況を把握し、騒音対策に役立てるため、騒音調査を実施しています。 

平成 28 年度は、９地点（長岡地域４、中之島地域３、越路地域２）で測定を実 

施しました。 

その結果、全地点で環境基準に適合していました。 

しかしながら、沿線住民から防音対策に係る要望が寄せられていることから、新

潟県を通じて、道路管理者に対して遮音壁の設置や、高規格舗装等について、要望

しました。 

  平成 28 年度 高速自動車道騒音測定結果  （調査機関：長岡市） 

№ 調 査 地 点
道 路 へ の

距 離 ( m ) 

遮音壁の

長 さ ( m )

騒音レベル（ﾃﾞｼﾍﾞﾙ） 環境基準の 

地域類型（注） 昼問 環境基準 夜間 環境基準

1 新開町 25 212 52 65 52 60 Ｂ類型相当 

（市街化調整 

区域のため、 

類型指定は 

されていない）

 

2 雁島町 94 163 53 65 54 60 

3 南新保町 100 182 57 65 55 60 

4 宮本町 1 丁目 110 無 59 65 55 60 

5 灰島新田 70 520 59 65 53 60 

6 杉之森 76 320 50 65 52 60 

7 中之島 39 無 62 65 57 60 Ｃ類型 

8 神谷 20 150 58 70 52 65 幹線道路近接空間

9 来迎寺 50 350 51 65 48 60 Ｂ類型 

※  環境基準においては、概ね都市計画法における用途地域を基に地域類型を定めている。 

 

 

 

   高速自動車道騒音の経年推移（環境基準適合率） 

94

100 100

94

100 100 100

80 

100 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 年度

%
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（イ）一般国道等  

生活環境を保全し、人の健康の保護に資するために、環境基本法に基づく「騒音

に係る環境基準」の達成状況について、毎年環境騒音調査を行っています。 

この調査は、概ね都市計画法における用途地域を基に定めた地域類型別に、道路 

に面する地域及び一般地域ごとに、日常的な騒音状況を経年的にとらえ、騒音対策

の基礎資料を得ようとするものです。 

平成 28 年度は 2地点（いずれも長岡地域）で環境基準を超過していましたが、要

請限度（注 1)に係る基準を超過する地点はありませんでした。 

 

平成 28 年度 環境騒音測定結果 （調査機関：長岡市） 

                                                         (単位:デシベル) 

地

域 
地域類型 調 査 地 点 

騒 音 レ ベ ル ・ 環 境 基 準
 用 途 地 域 車 線 数

昼間 基準値 夜間 基準値

道
路
に
面
す
る
地
域 

A 
下柳 1 丁目 70 70 65 65 第 2 低 層 住 専 ２（幹線道路）

高畑町 67 70 63 65 調 整 ( A 相 当 ) ４（幹線道路）

B 

水道町 5  70※ 65 62※ 60 第 1 住 居 ２ 

関原町 1 丁目  74※ 70 65 65 第 2 住 居 ４（幹線道路）

栃尾原町 1 丁目 64 70 53 65 第 1 住 居 ２（幹線道路）

C 

表町 1 丁目 67 70 59 65 商 業 ２（幹線道路）

宮内町 67 70 62 65 近 隣 商 業 ４（幹線道路）

金沢 3 丁目 61 65 52 60 準 工 業 ２ 

新栄町 3 丁目 61 65 43 60 準 工 業 ２ 

一
般
地
域 

A 

西蔵王 3 丁目 44 55 38 45 風 致 地 区 － 

学校町１丁目 46 55 37 45 第 1 中 高 住 専 － 

谷内 2 丁目 52 55 42 45 第 1 中 高 住 専 － 

B 

大島本町 3 丁目 45 55 39 45 第 1 住 居 － 

幸町 2 丁目 40 55 34 45 第 1 住 居 － 

金町 2 丁目 51 55 43 45 第 1 住 居 － 

C 

寿 1 丁目 48 60 41 50 準 工 業 － 

新産 2 丁目 52 60 49 50 準 工 業 － 

栃尾本町 54 60 45 50 商 業 － 

(注)１ 要請限度とは、道路周辺の生活環境を守るため、騒音規制法に基づいて市長が県公安委

員会または道路管理者に措置を要請する限度をいう。 

２ 昼間とは午前６時～午後 10 時、夜間とは午後 10時～午前６時をいう。 

３ 「※」 は環境基準超過、（幹線道路）は、幹線道路に近接する空間をいう。 
 

また、平成 19 年度から、騒音規制法に基づき、自動車騒音の常時監視を行って

います。これは、市内の幹線道路（国・県道）に近接する地域において、騒音に係

る環境基準の達成状況（戸数）を面的に評価するものです。 

平成 28 年度は、実施計画（５年間）の 5 年目であり、37 区間の 147.0km（29 路

線）の沿線住居等 6,042 戸を評価対象として調査を行い、そのうち、環境基準の達

成戸数は、6,007 戸でした（達成率 99.4％）。 
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   平成 28 年度 自動車騒音常時監視結果 （調査機関：長岡市） 

 
評価区間 

延   長 

(km) 

評価区間数

(区間） 

評  価  結  果 

住居等戸数

うち昼夜 

とも基準値

以下 

うち昼間 

のみ基準値

以下 

うち夜間 

のみ基準値

以下 

うち昼夜 

とも基準値

超過 

全   体 147.0 37 6,042 6,007 5 6 24

高 速 道 路 8.9 3 183 183 0 0 0

一 般 国 道 61.5 14 3,246 3,212 5 5 24

都道府県道 76.6 20 2,613 2,612 0 1 0

 

このほか、上越新幹線沿線の指定地域内で、環境基本法に基づく「新幹線鉄道騒

音に係る環境基準」の達成状況を把握し、沿線地域の環境保全に役立てるため、県

が昭和 57年から調査しており、平成 28 年度は川口地域和南津で測定を行い、その

結果、環境基準（70デシベル）を超過しました。県では、ＪＲに対し効率的かつ速

やかな騒音防止対策を実施するよう要望しました。 

上越新幹線鉄道騒音の経年推移 （調査機関：新潟県） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

イ 街路樹、緑地整備等沿道環境対策の推進 

（ア） 道路緑化事業の推進 

第２節－１大気汚染・悪臭の防止－（１）自動車排出ガス対策の推進－カ－（ア）を 

参照（24 ページ） 

（イ） 土地区画整理事業の推進 

第２節－１大気汚染・悪臭の防止－（１）自動車排出ガス対策の推進－カ－（イ）を     

参照（24 ページ） 

     

ウ 沿道地域における土地利用の適正化 

新たな開発が予定されている土地の区域では、必要に応じ地区計画を策定し、戸建

て住宅の立地を規制するとともに、その立地特性を活かした土地の高度利用を図って

います。 
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エ 交通渋滞対策の推進   

（ア）幹線道路網の整備の推進 

第２節－１大気汚染・悪臭の防止－（１）自動車排出ガス対策の推進－イ－（ア）を参照 

（22 ページ） 

（イ）ノーマイカーデーの実施 

第２節－１大気汚染・悪臭の防止－（１）自動車排出ガス対策の推進－イ－（ウ）を参照 

（22 ページ） 

（ウ）ＴＤＭ（交通需要管理）施策の推進 

第２節－１大気汚染・悪臭の防止－（１）自動車排出ガス対策の推進－イ－（イ）を参照 

（22 ページ） 

オ バス等公共交通機関の利用促進 

第２節－１大気汚染・悪臭の防止－（１）自動車排出ガス対策の推進－ウを参照 

（22 ページ） 

 

カ 歩行者道、自転車道の整備 

第２節－１大気汚染・悪臭の防止－（１）自動車排出ガス対策の推進－エを参照 

（23 ページ） 

   

(２) 近隣騒音対策 

ア 日常生活における近隣騒音対策 

（ア）日常における環境配慮指針の周知 

近隣騒音とは、エアコンの作動音や楽器の演奏などの日常生活に密着した騒音を

いい、主に住居地域で発生しています。これらの騒音は、騒音規制法等の対象外で

あるため、規制することができません。市では近隣騒音の未然防止のため、環境配

慮指針を作成し、周知を図っています。 

  （イ）深夜営業における騒音規制に関する県条例の周知 

カラオケ等の深夜に及ぶ騒音は日常生活に与える影響が大きいことから、「新潟

県生活環境の保全等に関する条例」では午後 10 時から午前６時までの深夜営業に

対し騒音に関する規制基準を設けるなど、周知を図っています。 

 

(３) 工場等の騒音･振動対策 

ア 工場等の騒音・振動の未然防止対策の推進 

（ア）騒音・振動規制法に基づく特定施設の届出の徹底 

平成 28 年度の騒音に関する苦情は 18 件あり、公害苦情数の全体（53 件）に占め

る割合は 34％と、大気汚染と同等の件数となっています。 

近年の苦情の傾向は、近隣の日常生活に伴うものが増加する傾向にありますが、

工場・事業場騒音に関する苦情の主な原因は、設備機械の稼動音及び場内作業音な

どによるものです。 

このため、工場・事業場への立入検査の実施や特定施設の届出内容等の周知を行

い、事業者に対して騒音規制基準を遵守するよう指導しています。 
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工場・事業場における騒音・振動から周辺住民の生活環境を守るため、騒音規制

法や振動規制法、新潟県生活環境の保全等に関する条例では規制基準が定められて

います。また、同法及び同条例に基づく指定地域内で、特定施設の設置を行おうと

する場合は、規制基準を遵守するとともに、事前の届出が必要です。 

 

平成 28 年度 騒音・振動に係る特定施設及び特定建設作業の届出状況 

 特 定 施 設 騒 音 規 制 法 振 動 規 制 法 県生活環境保全条例 

特 定 

施 設 

金属加工機械 74 工場 241 施設 79工場 312 施設 121 工場 522 施設

圧 縮 機 等 253 1,410 183 579 256 994 

木材加工機械 66 149 2 3 112 261 

印 刷 機 械 44 158 19 57 - - 

鋳 型 造 型 機 6 2 2 6 - - 

ポ ン プ - - - - 177 1,681 

そ の 他 200 3,225 10 49 490 5,082 

計 643 5,185 295 1,006 1,156 8,540 

特定

建設

作 業  

 くい打ち機を使用する作業 さく岩機を使用する作業 ﾌﾞﾚｰｶｰを使用する作業 そ の 他 

騒音規制法 5 17 - 5 

振動規制法 5 - 17 0 

※ 県条例に基づく特定施設の届出は騒音・振動の合計 

 

イ 建設作業時の騒音、振動の未然防止対策の推進 

（ア）騒音・振動規制法に基づく特定建設作業の届出の徹底 

建設作業のうち、著しい騒音・振動を発生させるものについては、騒音規制法及

び振動規制法に基づき、規制基準等が定められているほか、同法に基づく指定地域

内で当該作業を行おうとする場合は、事前の届出が必要となります。 

市は、特定建設作業に係る規制基準、届出内容について、ホームページに掲載す

るほか、窓口にリーフレットを設置し、事業者に周知しています。 

 

ウ 工場立地時の公害防止に関する協定の締結 

事業活動に伴い生じる騒音等の公害を防止し、周辺住民の健康の保護と生活環境の

保全を図るため、市街化調整区域や工業専用地域等に所在する工業団地に進出する工

場・事業所との間に、公害防止に関する協定を締結しています。 

  平成 28年度は３事業所との間に環境保全協定を締結しました。 

 

エ 工業団地の整備促進等による住工混在の解消 

市では、工業団地の整備促進を図るとともに、企業の工業団地への立地を支援する 

ための土地取得費補助金制度を設けています。 

土地取得費補助金制度については、開発事業者から直接取得した土地のほか、民間同

士の取引で取得した土地も対象としています。 
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オ 施設改善・工場等移転の融資事業の促進 

施設改善や工場等の移転を支援する市の融資制度をホームページに掲載しているほ

か、パンフレットを作成し、事業者や金融機関へＰＲしています。 
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 ５ 廃棄物の適正処理 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 

進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 一般廃棄物対策 

 ○ ① 長岡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に基づく分別収集・処理の推進 

 ○ ② 収集運搬体制の整備   

 ○ ③ 適正処理困難物の処理体制の確立   

 ○ ④ 最終処分場の整備 

 ○ ・新最終処分場の建設 

 ○ ⑤ 廃棄物処理施設の環境保全対策の徹底 

 (2) 産業廃棄物対策 

 ○ ① 産業廃棄物処理に伴う環境保全対策の推進   

 ○ ・最終処分場の監視 

 ○ ・長岡市産業廃棄物適正処理推進連絡会議の開催 

 ○ 
○ 

② ＰＣＢ廃棄物の保管管理の徹底   

③ 県と連携したアスベスト廃棄物の適正処理の推進 

 (3) ごみ不法投棄の防止と環境美化対策 

 ○ 
 
○ 

① 長岡市生活環境の保全及び美化に関する条例（環境美化条例）の積極的な 

活用 

② クリーン作戦の推進   

 ○ ③ 不法投棄防止パトロールの強化   

 ○ ④ 意識啓発の推進   

 ○ ⑤ ごみステーションの改善   

 ○ ⑥ 環境美化推進員活動の推進   

 ○ ⑦ 放置自動車の発生防止   

 

(１) 一般廃棄物対策 

ア 長岡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に基づく分別収集・処理の推進 

平成 18年 12 月に策定した長岡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に基づき、平成

20 年４月に市全域で「ごみの分け方と出し方」を統一（平成 22 年３月に合併した川

口地域については平成 23 年４月から実施）しました。平成 25年３月に基本計画の見

直しを行い、新たな基本計画を策定しました。平成 25 年度から生ごみバイオガス化

施設が稼働することに伴い、４月から生ごみを、10 月からは古着・古布の分別収集（１

月～３月は休止）を開始しました。今後も基本計画に基づき、古紙類、プラスチック

容器包装材等の資源化の徹底、生ごみ、枝葉・草の自家処理の普及・浸透、生ごみバ

イオガス化事業の推進等の取り組みを進めます。 

平成 28 年度の長岡市のごみと資源物の排出量は、平成 27 年度と比べ、約 3,601 ト

ン少ない 88,407 トンでした。市民一人一日当たりの排出量も 913 グラムから 884 グ

ラムとなり、約 29 グラム減少しています。平成 27 年度と比べ、ごみの量が減少した



４９

主な理由は、市民一人ひとりのごみ減量の意識の向上が図られたことが考えられます。

今後もより一層ごみの減量化と資源化に努めていきます。 

平成 28 年度のリサイクル率（ごみの総量に占める資源物（集団回収分等を含む）

の割合）は、24.7％でした。  

 

長岡市のごみと資源物排出量の推移 

(単位：トン)  

区分 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度

燃やすごみ 67,571 51,941 52,418 52,845 51,891

生ごみ ― 13,075 11,463 11,047 10,674

燃やさないごみ・粗大ごみ 5,574 5,697 5,289 5,448 5,098

資源物 22,928 22,906 22,991 22,668 20,744

計 96,073 93,619 92,161 92,008 88,407

1 日 1 人当たりの発生量(ｇ) 936 918 910 913 884
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イ 収集運搬体制の整備 

第１節－２廃棄物の減量とリサイクル－（2）リサイクルの推進－ア－（ア）を参照 

（14 ページ） 

 

ウ 適正処理困難物の処理体制の確立 

・使用済み乾電池の分別収集 

乾電池に含まれる水銀を適正に処理するため、昭和 59 年から回収ボックスによる収

集を始め、平成 20 年４月からはごみステーション収集を実施しています。 

平成28年度の回収量は56.83トンで、これまでの累計は約856トンにも及びます（現

在販売されている乾電池には、水銀は含まれていません。）。 

 

エ 最終処分場の整備  

（ア）新最終処分場の建設 

市内４ヵ所にある最終処分場の残余年数は、平成28年度末時点で５年位の見込みの

ため、市では柿町にある現最終処分場の隣に新たな処分場の整備を計画しています。

この新処分場は、埋立地を屋根で覆う被覆型とし、さらに浸出水処理水を下水道に放

流することで、地元の安全・安心を確保したクローズド型の施設です。平成33年４月

の供用開始を目指し整備を行っています。 

 

オ 廃棄物処理施設の環境保全対策の徹底 

廃棄物処理施設から発生する振動・騒音・悪臭・ばい煙・水質等の調査結果は、い

ずれも基準値を下回っていました。今後も環境保全対策の徹底に努めます。 

 

(２) 産業廃棄物対策 

ア 産業廃棄物処理に伴う環境保全対策の推進 

（ア）最終処分場の監視 

市内及び近隣にある大規模な産業廃棄物の最終処分場(３か所)について、公害防

止等に関する協定を締結し、法令よりも厳しい基準を設けて監視を行うとともに、

廃棄物の適正な受入れについても監視を行っています。 

 

（イ）長岡市産業廃棄物適正処理推進連絡会議の開催 

産業廃棄物処理業者、地元住民及び関係行政機関で構成する「長岡市産業廃棄

物適正処理推進連絡会議」を開催し、廃棄物処理の状況や河川の水質状況などの

情報交換を行っています。 
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イ ＰＣＢ廃棄物の保管管理の徹底 

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル化合物）は電気機器の絶縁油などに利用されてきまし

たが、毒性を有し、現在では製造・輸入が禁止されています。市では、市有施設で使

用していたＰＣＢ含有蛍光灯安定器等の取り替えを行い、現在、市有施設でＰＣＢ廃

棄物 1,203 台を厳重に保管しています。 

平成 28 年度は保管していた 530 台を、法律に基づき、国が指定する処理業者に無

害化処理を委託しました。 

  

ウ 県と連携したアスベスト廃棄物の適正処理の推進 

建築物等の解体等の作業を行う場合は、当該建築物等にアスベストが使用されてい

るかどうかの事前調査を実施し、解体等の作業時には飛散防止対策をとるよう、県と

連携しながら周知しています。 

 

(３) ごみ不法投棄の防止と環境美化対策 

ア 長岡市生活環境の保全及び美化に関する条例（環境美化条例）の積極的な活用 

平成 16年 10 月に施行された「長岡市生活環境の保全及び美化に関する条例（環境

美化条例）」に基づき、市、市民、事業者等の協働によるまちづくりに向けて、生活

環境の保全、美化を推進しています。 

 

イ クリーン作戦の推進 

長岡地域では、昭和 60 年から春と秋の年２回、町内会や商店街組合及び公共施設

管理者等の協力のもと、クリーン作戦を実施しています。公園や道路側溝等を清掃し、

まちの美化を図るもので、平成 28 年度は町内会の 64.4％が実施し、この活動により

273 トンのごみや泥を除去しました。 

また、長岡地域以外でも合併以前から各地域の実情に合わせて様々なクリーン作戦

を実施しています。 

 

ウ  不法投棄防止パトロールの強化 

不法投棄を許さない地域環境づくりを進めるため、町内会等の協力を得ながら、啓

発看板の設置や投棄物の撤去作業などを実施しました（平成 28 年度長岡市全体の撤去

量：不燃物 2,231 ㎏、可燃物 686 ㎏、タイヤ 274 本、その他）。 

また、平成 23 年度より民間警備会社に委託して、市内 30箇所を昼夜不定期に巡回

することによりパトロールを強化しています。 

このほか、長岡地域では、平成 16年 10 月に施行した「長岡市生活環境の保全及び

美化に関する条例」にある環境美化重点地区制度として設けた「成願寺町・栖吉町環

境美化重点地区連絡会議」で、地元町内会、新潟県、長岡警察署及び市が協働で夜間

パトロール等の防止活動や撤去作業を実施しました。 
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エ 意識啓発の推進 

市政だより、ごみ情報誌による広報や町内会等での研修会等により、市民の環境美

化に対する意識啓発を図っています。 

 

オ ごみステーションの改善 

清潔で快適なまちづくりのため、町内会等で設置や修繕するごみステーション施設

に対して助成しています。平成 28 年度は設置 387 件、修繕 31 件の申請に対し、約 1,150

万円助成しました。 

平成 28 年ごみステーション等整備事業補助金交付実績 

折りたたみ式ごみ収納枠 補助個数  582 個 

その他（ごみ収納施設） 補助個数  157 個 

 

カ 環境美化推進員活動の推進 

    平成 16年 10 月に施行した「長岡市生活環境の保全及び美化に関する条例」に基づ

く約 1,700 名の環境美化推進員の皆様から、ごみのポイ捨て防止や町内巡視など美し

いまちをつくるための活動をしていただいています。 

  

キ 放置自動車の発生防止 

長岡市では平成 19 年４月に「長岡市放置自動車の発生の防止及び処理に関する条

例」を制定し、市の管理する施設や土地に放置された自動車の処理を行っているほか、

個人の土地に放置された自動車に対しても、運輸局等へ所有者を照会するなどの支援

を行っています。 



 

第３節「心の豊かさが感じられる快適で 

魅力的なまち」をめざして 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

花いっぱいフェア（長岡市民防災公園） 
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第３節 「心の豊かさが感じられる快適で魅力的なまち」をめざして 

 

１ 自然環境の保全 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 

進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 森林等自然の保全 

 ○ ① 国定公園・県立自然公園・自然（緑地）環境保全地域の保全   

  ○ ② 開発事業に際しての環境配慮の充実 

  ○ ・環境アセスメント等の適正運用・環境配慮指針の周知   

  ○ ・開発行為に対する事前協議による指導   

  

○ 

   ○ 

   ○ 

③ 地形・地質の把握 

・調査の実施 

・地形・地質に関する情報の提供と保全意識啓発 

  ○ ④ 情報提供、啓発事業の推進 

  ○ ・長岡の自然観察ガイドブックの作成配布   

  ○ ・自然観察会、学習会等の実施 

  ○ ⑤ 林業振興事業・環境保全造林事業等の推進   

 (2) 動植物の保全 

  ○ ① 貴重な動植物の保全対策の推進 

  △ ・条例に定める保護動植物の生育分布調査   

  

○ 

○ 

○ 

○ 

・情報提供と啓発事業の実施 

・開発事業における環境配慮指針の周知 

・公共工事における生育環境への配慮   

・トキ分散飼育事業の推進 

  

○ 

○ 

○ 

× 

× 

② 鳥獣保護対策の推進 

  ・鳥獣保護区域等における保護   

 ・有害鳥獣の捕獲 

③ 多様な生物が生息する地域の保全 

  ・二次林の保全   

 (3) 農地、田園・里山の保全 

  ○ ① 農地転用制度等の適正運用  

 ○ ② 環境保全型農業の推進   

  

○ 

   ○ 

○ 

・有機農業の推進、農薬の適正な使用 

・多面的機能支払交付金事業による支援 

③ 農村環境計画の推進 

 
○ 

○ 

④ 里山の保全・再生 

・里山の保全の推進   

 ○ ・棚田の保全・活用   
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○ 

○ 

  ・グリーン・ツーリズムの推進 

  ・トキの展示研修施設（「トキと自然の学習館」）の運営 

  

（１） 森林等自然の保全 

本市の植生は、市街地に近いため全般に人為的影響を受けています。守門岳・東  

山丘陵一帯は、冷温帯のブナクラス域の植生域に属し、西山丘陵から寺泊丘陵にかけ

てはブナクラス域と暖温帯のヤブツバキクラス域の接触域となっています。 

植物相の特徴としては、①積雪地特有の日本海要素植物の分布 ②暖地性植物の存在 

③亜高山性の植物の分布 ④河辺の冠水状況に応じた植物の住み分けがあげられます。 

ア  国定公園・県立自然公園・自然（緑地）環境保全地域の保全 

（ア） 国定公園・県立自然公園 

長岡市には、１つの国定公園と２つの県立自然公園があります。自然公園では、

優れた自然景観の保護のため、工作物の建築や木竹の伐採等の開発行為などが規

制されています。また、県では新潟県自然環境保護員を委嘱し、県立自然公園の

監視を定期的に行っています。 

【国定公園】 

・佐渡弥彦米山国定公園（寺泊地域） 

佐渡地区、弥彦地区、米山地区の３地区からなり、眺望の良い弥彦山と南北に伸

びる海岸線の弥彦地区に長岡市は含まれています。 

●面積 全体：29,464 ha 市：1,213 ha 

●指定年月日：昭和 25年７月 27日 

【県立自然公園】 

・奥早出粟守門県立自然公園（栃尾地域） 

刈谷田川の源流域に当たり、地形が険しく原生的な環境が保存されており、カモ

シカなどの野生動物の生息地となっています。 

●面積 全体：34,155 ha 市：2,736 ha 

●指定年月日：昭和 34年３月 24日 

・長岡東山山本山県立自然公園（長岡地域、山古志地域、栃尾地域） 

東山連峰地区を始め５地区からなる丘陵地帯の公園で、八方台いこいの森などが

あり行楽に適しています。 

●面積 全体：3,892 ha 市：2,816 ha 

●指定年月日：昭和 37年１月１日 

（イ）自然（緑地）環境保全地域の保全 

県は、昭和 51 年 12 月に栃尾地域西中野俣地内の 2.6ha を杜々の森自然環境保全

地域に指定し、また昭和 63 年３月に鷺巣町地内の 0.8ha を定正院緑地環境保全地域

に指定し、保全を行っています。 
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イ 開発事業に際しての環境配慮の充実 

（ア）環境アセスメント等の適正運用・環境配慮指針の周知 

県では、大規模な開発行為などによる環境への影響を事前に調査・予測し、その

結果を基に環境保全措置を含む事業計画を事業者が検討するよう、新潟県環境影響

評価条例を設けてます。 

（イ） 開発行為に対する事前協議による指導 

都市計画法に基づく「開発許可制度」や「新潟県大規模開発行為の適正化対策要

綱」に基づきながら、適切な開発指導を行っています。 

特に開発に伴う市街地環境への配慮事項としては、所要な面積の公園・緑地の確

保はもとより、周辺の土地利用の状況を十分に勘案しながら、必要な緑化を行うよ

う開発者と協議を進めています。 

 

ウ 地形・地質の把握 

本市は新潟県の中央部に位置し、北方へ流れる信濃川の周辺には沖積平野が広がり、

北西端部は海浜、西部は丘陵、東部は丘陵及び開析の進んだ火山体と、変化に富んだ

地形が見られ、新生代新第三紀～第四紀の堆積物と火山噴出物とが分布しています。 

市では、主に丘陵部の地表地質踏査を実施しています。 

 

エ  情報提供・啓発事業の推進  

（ア）長岡の自然観察ガイドブックの作成配布 

科学博物館では、博物館内での展示やホームページなどでも情報を提供しています。 

また、「ガイドブック悠久山」、「ガイドブック信濃川」、「ガイドブック東山」、「ガ

イドブック西山」を作成し、配布しています。 

（イ）自然観察会、学習会等の実施 

第４節－１環境教育の推進－（２）環境教育の推進－ア－（イ）を参照（77 ページ） 

 

オ 林業振興事業・環境保全造林事業等の推進 

森林の持つ水源かん養、大気浄化など公益的機能の維持、疎放化されつつある森林

の適正な管理を目的に、平成 28 年度は 27.67ha の除間伐事業に対して補助を実施しま

した。 

造林事業では、地すべり等の災害を引き起こす原因となる中山間地の耕作が放棄さ

れた水田に対して、排水溝の整備等を行い、造林費用の一部補助を実施しています。 

     

（２）動植物の保全 

本市では、ホンドキツネ、ニホンリス、ホンドテン等の哺乳類、ノジコ、ヤマセミ、

サシバ、ハチクマ、フクロウ等の鳥類、トウホクサンショウウオ、ハコネサンショウ

ウオ、クロサンショウウオ、モリアオガエル、カジカガエル、トノサマガエル、ヤマ

アカガエルなどの両生類、ゲンジボタル、ムカシトンボ、ギフチョウ等の昆虫類、イ

ワナ、アカザ、スナヤツメ等の淡水魚等、多様な動物が丘陵から山地の良好な自然に

広く生息しています。 
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標高の高い守門岳及び鋸山にはニホンカモシカの生息が知られているほか、鳥類で

はコルリ、ジュウイチ、イヌワシ等の自然性の高い地域に生息する鳥類も確認されて

います。 

栖吉川では、新潟県発行のレッドデータブックで絶滅危惧Ⅱ類に指定されているホ

トケドジョウの生息が確認されています。また、信濃川には、県のレッドデータブッ

クの準絶滅危惧種に指定されているウケクチウグイが生息しています。平野部の一部

にはシナイモツゴが生息し、信濃川、渋海川、刈谷田川にアカザが生息しています。 

また植物については、雪割草、ハマナス、シラネアオイが市内で自生し、守門岳な

どにはブナの群落、里山にはユキツバキの群落など豊かな植生が分布しています。 

これらの動植物のうち、市内で生息または自生する希少な生物を保護するため「長

岡市稀少生物の保護等に関する条例」を定めています。 

また、市では、平成６年度に作成された「長岡市自然環境現況調査報告書」につい

て平成 18年度に改訂を行い、合併後の長岡市全域を対象に、環境省や新潟県が発行し

ているレッドデータブックの情報やヒアリング調査及び過去の資料に基づき、保護の

必要な動植物の抽出・整理を行いました。 

なお、平成 20年３月に新潟県は雪割草を「県の草花」に指定し、その保護活動を行

っています。長岡市も「新潟県雪割草保護連絡協議会」に加盟し新潟県及び自然環境

保護員等と連携を図りながら保護に努めています。 

近年、外来植物の「セイタカアワダチソウ」や「オオキンケイギク」が生育域を広

めてきており、その駆除が課題となっています。市では、市政だよりやホームページ

により刈り取り等による駆除について啓発を行っています。 

また、外来生物法によって飼育や野外に放つことが禁止されているオオクチバス、

コクチバス、ブルーギルについて、県内の河川や湖沼で生息が確認されており、生態

系への影響が懸念されます。 

 

ア 貴重な動植物の保全対策の推進 

  （ア）条例に定める保護動植物の生育分布調査 

「長岡市稀少生物の保護等に関する条例」では、保護生物の生息地、自生地等

で、保護生物の保護等をすることが必要と認める地域を保護地域として指定する

ことができるとされています。保護地域を指定するには、保護動植物の生育分布

調査が必要となりますが、市町村合併で広大になった長岡市全域の調査を行うに

は、正確性、継続性などの課題があります。 

  （イ）情報提供と啓発事業の実施 

     科学博物館では、館内での展示やホームページなどでも情報を提供しています。 

     寺泊水族博物館では、「長岡・里山の水中生物」の展示を行っています。 

     トキと自然の学習館では、トキのはく製やパネル展示などを通して、トキ保護を

はじめ自然環境を保全する大切さについて啓発しています。また、より多くの市民

にトキ保護の重要性について、さらに関心を深めてもらうため、長岡市トキ分散飼

育センターで飼育しているトキの公開に向けて検討を行いました。トキの美しい羽

の色を見ていただけるよう、既存の飼育ケージの隣に新たに観覧施設を整備する計
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画です。 

  （ウ）開発事業における環境配慮指針の周知 

第４節－１環境教育の推進－（１）啓発事業の推進－アを参照（74 ページ） 

  （エ）公共工事における生育環境への配慮 

     国、県に対し公共事業における生育環境への配慮について要望しています。 

  （オ）トキ分散飼育事業の推進 

本市は、佐渡におけるトキの飼育・繁殖及び野生復帰事業を支援、補完し、トキ

の安定的存続を目標に掲げる我が国のトキ保護増殖事業に貢献するため、寺泊夏戸

地域において、平成 23年 10 月からトキ分散飼育事業に取り組んでいます。 

平成 28 年度には、新たに４羽のヒナが誕生しました。分散飼育を開始して以降、

累計で 30羽のトキが長岡で生まれたことになります。 

また、昨年度は、平成 27 年度に生まれたトキ３羽を佐渡へ移送し、これまでに

長岡生まれのトキ 22 羽を移送しました。このうち 11 羽が佐渡の野生下に放鳥され

ています。 

さらに、平成 28 年３月以降、佐渡の野生下に放鳥されたトキが、海を隔てて対

岸にある当市で確認されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 鳥獣保護対策の推進 

（ア）鳥獣保護区域等における保護 

鳥獣保護対策として、鳥獣保護区や銃猟禁止区域、休猟区が次のとおり定められ

ています。 

平成 28 年度の鳥獣保護区・銃猟禁止区域・休猟区 

区 分 名 称 面 積（ha）

鳥獣保護区 

悠久山 80  

延命寺ヶ原 493

弥彦 2,911  

栃尾中央 166

秋葉山 68

八方台いこいの森 10

中野俣 31

山ノ相川 375

長岡市内で確認されたトキ 



 ５８

銃猟禁止区域 

長岡中央 379

藤橋遺跡 33

信濃川・大河津分水路分岐点 165

休猟区 

一之貝 2,391

上川 1,141

小国・鯖石 3,903

 

（イ）有害鳥獣の捕獲 

野生鳥獣を許可なく捕獲・殺傷することは鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律により禁止されています。ただし、農林水産物等に著しい被害を与

えるなどの場合には、許可を受けて捕獲することができることになっています。 

  平成 28 年度の長岡市における鳥獣捕獲実績 

捕獲許可証

交付件数 

従事者証 

交付件数 
カラス カワウ 

その他 

の鳥類 

鳥類以外

（獣類）
捕獲総数 

56 件 1,691 件※ 634 羽 6 羽 161 羽 70 頭 871 羽(頭)

※ 従事者証は、有害鳥獣の捕獲に直接たずさわる人に交付 

  平成 28 年度の鳥類以外（獣類）の主なものは、イノシシ 38頭で、ほかにニホン

ザル、ツキノワグマなどがいます。 

  近年、ハクビシン等の中型哺乳類による人家及び農作物被害に関する相談が増加   

していることから、専門業者を派遣し、被害防止のアドバイスや獣の追い出しを行 

う獣害アドバイザー派遣業務を平成 25 年７月から実施しています。 

 平成 28年度は 31 件の相談がありました。 

また、長岡駅大手口広場などの樹木等にカラスやムクドリが大量に集まり、鳴き

声や糞に対する被害が問題になっています。 

本市では、平成 20年度から長岡駅周辺のカラスなどの飛来状況について調査を行

っており飛来数の把握に努めています。 

また、ムクドリの追い払いに有効なムクドリの忌避音を録音したカセットテープ

（ＣＤ）を、貸し出しており、平成 28 年度は 21件（累計 737 件）の申込みがあり

ました。 

 このほか、サルによる農作物被害が発生している栃尾地域において、被害の未然

防止等を図ることを目的として、平成 28 年度からサルの行動域調査（テレメトリー

調査）を行っています。初年度ではあったものの、３群れの大まかな行動範囲を把

握することができ、市のＨＰ等で公開しました。 

 

（３）農地、田園・里山の保全 

ア 農地転用制度等の適正運用 

    農地転用に対する申請については、農地法に基づき、適正に審査をしています。 

     平成 28 年度は、388 件（432,299 ㎡）の申請を受理し許可しました。 
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イ  環境保全型農業の推進 

（ア）有機農業の推進 

環境保全型農業を促進するため、水田及び畑地への堆肥・きゅう肥や土壌改良剤

の散布、水田への稲わらのすき込みを推奨し、土づくり事業を推進しました。 

さらに、本市における農業残さ等有機質資源の有効利活用の推進を方向づけるた

め、平成 21 年度に長岡市バイオマスタウン構想策定検討委員会を立ち上げ、庁内

の関係部局を交えて今後の方策を検討し、平成 21年度末に構想が公表されました。 

    また、県が実施する特別栽培農産物認証制度やエコファーマーの申請窓口となり、

化学肥料・農薬の使用を低減した作物栽培を推進しています。 

（イ）多面的機能支払交付金事業による支援 

   平成 19 年度から始まり、平成 26年度に農地・水・環境保全向上対策事業から名

称が変更になった多面的機能支払交付金事業により、平成 28年度は市内 61 の活動

組織を支援しました。 

   活動組織は、地域住民との共同による農道や水路の維持管理活動のほか、地元小

学校と連携した田や用排水路に生息する生きものの調査、農道脇への景観植物の植

栽など「農業の有する国土の保全、水源の涵
かん

養、自然環境の保全などの農産物の供

給以外の多面にわたる機能の発揮の促進」を目的とする活動に取り組んでいます。 

 

ウ 農村環境計画の推進 

    農業農村整備事業の実施に際しては、環境との調和に配慮しつつ、効率的かつ効果

的に事業を推進していく必要があります。また、計画段階においても、地域住民の多

種多様な意向を踏まえ、農業の有する多面的機能の適切かつ十分な発揮や環境との調

和への配慮に対応するため、環境に関する総合的な調査を行い、環境保全の基本方針

を明確にした上での地域の整備計画の策定が必要です。加えて、事業上の対応方策や

各種環境整備メニューの最適な選定に対する検討を行うことが必要です。 

このため、平成 21 年３月に今後の農業農村整備事業等実施の際の基本構想となる

「長岡市農村環境計画」を策定し、農業農村整備事業の円滑な推進を図っています。 

 

エ  里山の保全・再生 

（ア）里山の保全の推進 

かけはしの森実行委員会は、里山の保全・再生をするために東山で育樹活動を行

っています。また、市民の森づくり事業として主に、関原地区、蓬平地区等の緑化

活動を支援しています。 

三島地域では、鳥越集落内の学校林の保全活動を地区住民で行っています。また、

町内会のボランティア組織である鳥越福祉会と小学生でトチノキなどの苗木を植

樹したり、除間伐や冬囲い及び標柱や看板立ての整備などを行っています。 

栃尾地域では、市有地である大平山山麓の天然林について、除間伐実施などの森

林整備を行っています。 

（イ）棚田の保全・活用 

中山間地域における棚田は、市民の心の故郷であり、昔ながらの田園風景を有し
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ています。しかし社会・経済情勢の変化により、徐々にその美しい姿を変え、失わ

れつつあります。豊かな自然や美しい田園の保全を望む市民の声は多く、市民全体

の共有財産として次世代へ継承していかなければなりません。自然はひとたび失わ

れてしまうと、その回復が容易ではありません。豊かな自然や美しい田園を守るこ

とは、私たちの快適な生活環境の維持を意味し、さらには地球温暖化の緩和にもつ

ながります。今後は、地域住民だけでは維持できなくなった棚田の保全や地域の活

性化を、グリーン・ツーリズムなどを活用しながら推進していきます。 

（ウ）グリーン・ツーリズムの推進 

農山漁村地域において自然、文化、人々との交流を楽しむ、滞在型余暇活動とし

て、本市は山古志地域・栃尾地域・川口地域において学童等の修学旅行を受け入れ、

各種農村・農業体験を提供しています。 

 

また、農業経営の停滞や過疎化、担い手不足等、地域活力の衰退が懸念される一

方で、都市住民の自然回帰、健康志向といった心の豊かさや安らぎへのニーズの高

まりから、新たなビジネスチャンスや地域活性化にもつながる「ながおかグリー

ン・ツーリズム」を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）トキの展示研修施設（「トキと自然の学習館」）の運営 

平成 24 年３月に長岡市トキ分散飼育センターに隣接する寺泊夏戸センター内に

開設しました。 

環境教育の拠点として、トキの生態や長岡の自然を紹介する展示のほか、環境教

育講座などを開催し、トキ保護及び増殖並びにトキを通じた自然環境の保全に対す

る市民意識の醸成に努めています。 

トキと自然の学習館環境教育講座の開催状況 

開催日 内  容 参加者数 

平成 28 年８月 17 日（水）
パークレンジャー体験会 
（トキの繁殖結果報告等） 

14 人 

平成 29 年３月５日（日）
寺泊海岸に生息する冬の海鳥観察会
（トキの繁殖結果報告等） 

61 人 

農業体験
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２ 環境資源の利用 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 

進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 適正な土地利用 

 ○ ① 国定公園・県立自然公園・自然（緑地）環境保全地域の保全 

 ○ 

○ 

② 都市計画における環境配慮 

  ・都市計画マスタープランに基づく都市づくりの推進   

 ○ ・用途地域の適正配置、地区計画制度の活用 

 ○ ③ 快適な田園居住地の形成  

 ○ ④ 歴史的なまち並み環境の整備   

 (2) 自然環境と調和する開発 

 ○ ① 開発事業における環境配慮指針の周知   

 ○ ② 大規模な開発事業に対する環境配慮の適正指導 

 ○ ・環境アセスメント制度の適正運用   

 ○ 

○ 

・大規模開発行為の事前協議による指導   

・林地開発許可制度の適正運用 

 ○ ・環境保全に関する協定の締結   

 ○ ③ 開発行為に対する事前協議による指導   

 (3) 自然とのふれあいの推進 

 ○ ① ハイキングコースの管理 

 ○ ② 野外レクリエーション施設の整備   

 ○ ③ 東山ふれあい農業公園やふるさと体験農業センターの利用促進   

 ○ ④ 自然観察会の実施   

 ○ ⑤ 八方台周辺の緑化 

 ○ ⑥ 自然観察林の整備  

 ○ ⑦ Ｅボート（10人乗り手漕ぎボート）交流大会の開催  

 ○ ⑧ 西陵の森（雪国植物園）の整備   

 ○ ⑨ 自然環境資源を活用したエコツーリズムの推進 

 

（１）適正な土地利用 

ア 国定公園・県立自然公園・自然（緑地）環境保全地域の保全 

    第３節－１自然環境の保全－（１）森林等自然の保全－アを参照（54 ページ） 

 

イ 都市計画における環境配慮 

（ア）都市計画マスタープランに基づく都市づくりの推進 

都市計画マスタープランは、今後の市街地形成や、都市施設の在り方についての

計画を定めるもので、平成 22 年 11 月に策定。その後、人口減少などの社会情勢の

変化に対応するため、平成 29 年 3月に見直しを行いました。 

このマスタープランでは「住居系」、「商業系」、「工業系」の土地利用方針ととも
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に、「コンパクトなまちづくり」の推進に向けて、大規模遊休地の土地利用転換に

向けた方針を示しています。また、この方針に基づいて具体的な用途地域の適正配

置、地区計画制度の活用を通して、良好な市街地環境の維持・創出を図っています。 

（イ）用途地域の適正配置、地区計画制度の活用 

上記の方針に基づいて具体的な用途地域の決定・変更、地区計画制度の活用を通

して、良好な市街地環境の維持・創出を図っています。 

  

ウ 快適な田園居住地の形成 

農村集落における地域コミュニティの維持・再生と快適な田園居住地の形成に向け

て、「市街化調整区域地区計画」の制度を活用しながら、必要最小限の規模の住宅地

開発を促進しています。 

 

 エ 歴史的なまち並み環境の整備 

「街なみ環境整備事業計画」に基づき、魅力あるまち並みを形成するため、市民や

事業者との協働により、歴史的建築物や史跡、伝統的文化などの地域資源を有効活用

した、テーマ性のあるまち並み整備を推進しています。 

 

（２）自然環境と調和する開発 

ア  開発事業における環境配慮指針の周知 

第４節－１環境教育の推進－（１）啓発事業の推進－アを参照（74 ページ） 

 

イ  大規模な開発事業に対する環境配慮の適正指導 

（ア）環境アセスメント制度の適正運用 

第３節－１自然環境の保全－（１）森林等自然の保全－イ－（ア）を参照（55 ページ） 

（イ）大規模開発行為の事前協議による指導 

大規模開発行為の許可については県の所管業務であり県土の秩序ある利用と保

全を図ることを目的として関係市町村から事前に意見を聴取しています。 

市では、開発行為を行う際に必要な公共施設の整備の義務付けや技術基準、立地

基準等を整理し、事前協議による指導を行っています。 

（ウ）林地開発許可制度の適正運用 

   林地開発許可は県の所管事業であり、適切な林地開発が行われるよう森林法に基 

づいて運用しています。市では、この許可申請の段階で周辺地域に及ぼす影響につ 

いて総合的見地から県へ答申しています。 

（エ）環境保全に関する協定の締結 

大規模な開発事業を実施するときは、自然との調和、自然環境の保全のため、事

業者との間で環境保全協定を締結しています。 
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ウ 開発行為に対する事前協議による指導 

第３節－１自然環境の保全－（１）森林等自然の保全－イ－（イ）を参照（55 ページ） 

 

（３）自然とのふれあいの推進 

ア  ハイキングコースの管理 

東山連峰一帯の 10 のハイキングコースは、長岡ハイキングクラブなどの協力を得

て、保全・整備を行っています。 

ハイキングコースの設置状況は次のとおりです。 

①高津谷コース ②高津谷新道コース ③森立旧道コース ④見晴尾根コース 

⑤火打沢コース ⑥城山コース ⑦花立コース ⑧萱峠コース ⑨大入峠コース 

⑩三ノ峠コース 

 

イ  野外レクリエーション施設の整備 

ニュータウンいこいの広場などの野外レクリエーション施設について、安全に楽し

く利用してもらえるように施設の整備や管理運営を行っています。 

○ 野外レクリエーション施設 

・東山連峰周辺：「長岡東山山本山県立自然公園」に指定され、東山ファミリーラ

ンド、八方台いこいの森、宮路レクリエーション地域、高津谷

レクリエーション地域、蓬平レクリエーション施設、栃尾レク

リエーション公園などがあります。 

・悠久山：公園として古くから市民に親しまれ、歴史探訪やレクリエーションの

場となっています。また、鳥獣保護区にも指定されています。 

・西山丘陵地：ニュータウンいこいの広場や、雪国植物園、国営越後丘陵公園、

大杉公園（三島地域）、うまみち森林公園（与板地域）などがあり

ます。 

・中之島地域：信濃リバーサイドパーク 

・越路地域：桝形山自然公園、巴ヶ丘自然公園 

・小国地域：おぐに森林公園 

・和島地域：和島オートキャンプ場 

・寺泊地域：中央海浜公園、中央海水浴場ほか３海水浴場 

・栃尾地域：杜々の森名水公園、道院自然ふれあいの森、とちおふるさと交流広場 

・川口地域：川口運動公園、川口ふるさとの森 

 

ウ 東山ふれあい農業公園やふるさと体験農業センターの利用促進 

東山ふれあい農業公園は、平成 28年度に年間 19,611 人の利用がありました。 

また、ふるさと体験農業センターでは、春と秋に「田植えまつり」や「農業ふれあ

いまつり」といったイベントを開催するとともに、年間を通して農畜産物加工体験を

はじめとする農業体験などを実施して、農業への理解促進や、都市農村交流の活性化

を図りました。 
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          ふるさと体験農業センターの利用状況      （単位：人） 

年  度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

利用者数 18,166 20,235 17,345 16,106 16,306 17,505 17,900 18,187

 

エ 自然観察会の実施 

科学博物館では、平成 28 年度に自然観察会を 28 回、関連する室内行事を 30 回実

施しました。また、学校等からの依頼で自然観察教育活動を 31 回、関連する室内教

育活動を 40 回実施しました。 

寺泊水族博物館では、水生生物探索会を実施しました。 

 

オ  八方台周辺の緑化 

第１節－１地球環境問題への取り組みの推進－（４）森林の減少対策－イを参照 

（11 ページ） 

 

カ  自然観察林の整備 

栖吉町地内の自然観察林のうち 17 ha、越路地域の千谷沢地内の越路かたくりの森

のうち 20 ha について管理を委託し、適正な整備・管理を行っています。 

 

キ Ｅボート（10 人乗り手漕ぎボート）交流大会の開催 

Ｅボートという誰でも安全に水辺を楽しむことができるツールで、他市町村との交

流・連携、海洋スポーツの普及を目的に、平成 19 年度から実施しています。  

平成 28 年度は、7 月 3 日の大会に県内外から 33 チーム 347 名の参加申し込みがあ

りましたが、荒天により中止となりました。 

 

ク  西陵の森（雪国植物園）の整備 

平成８年４月に雪国低山・里山自然生態観察園として開園した雪国植物園は、平成

18 年より、指定管理者に管理を委託しており、平成 28 年は、雪割草・春の山野草展

示会・即売会、春・秋の探鳥会、ホタルの夕べ、カブト虫の飼い方教室など、８のイ

ベントを開催しました。 

平成 28 年は、３月 19 日の開園から 11 月 15 日の閉園までに 14,220 人の入園者が

ありました。 
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３ 都市アメニティ(快適環境)の創造  

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 

進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 都市環境計画(エコシティ計画)の推進 

 ○ ① 重点整備施策の推進   

 

 

○ 

○ 

・歩行者・自転車道の整備 

  ・街路樹や公園緑地の整備 

 (2) 都市緑化の推進 

 ○ ① 長岡市緑の基本計画の推進   

 ◎ ・水と緑のネットワークの整備 

 ○ ・緑化重点地区・公園、緑地の整備 

 × ・市域拡大に伴う計画の変更策定 

 ○ ② 緑化に対する意識啓発・緑化活動の推進 

 ○ ・花いっぱい運動の開催 

 (3) 水辺空間の整備 

 ○ ① 信濃川の環境整備 

 ◎ ・桜並木・散策路（桜づつみ）等の整備 

 ◎ ・親水護岸、緩傾斜堤の整備 

 

○ 

◎ 

② 河川の環境整備 

  ・水と緑のネットワークの整備 

 ○ ・環境に配慮した河川の改修工法の見直し 

 (4) 都市景観の形成 

 ○ ① 長岡らしい都市景観形成の推進 

 ◎ ・長岡市都市景観基本計画の推進 

 ◎ ・都市景観形成市民団体の育成・支援 

 ○ ・都市景観賞の実施等の意識啓発 

 

 

◎ 

○ 

・都市景観協定の認定 

・歴史的なまち並み環境の整備 

 ○ ・都市景観アドバイザーの活用 

 ○ ② 放置自転車の撤去・防止対策   

 ○ ③ 自転車駐車場の整備   

 ○ ④ アーケード・雁木設置に対する補助   

 ○ ⑤ 広告物等・街路・屋外照明等の光害対策ガイドラインの周知・利用   

 (5) 歴史文化遺産の保存 

 ○ ① 歴史文化遺産の保存 

 ○ ・馬高・三十稲場遺跡、八幡林官衙遺跡等の環境整備   

 ○ ・文化財の保護、管理   

 ○ ② 民俗芸能の保存継承   

 ○ ③ 史跡ルートの整備   
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 ○ ④ 歴史的建造物の保存・活用   

 ○ ⑤ 歴史的なまち並み環境の整備   

 (6) 雪との共存 

 

○ 

○  

○ 

○ 

① 冬期歩行者空間の確保 

・機械除雪体制の整備  

・融雪・消雪施設、流雪溝の整備  

・アーケード・雁木設置に対する補助  

 ○ ② 克雪住宅の建築における支援 

 ○ ③ 市内各地における冬祭りの開催   

 ○ ④ 冬季レクリエーションの普及促進   
     

（１） 都市環境計画(エコシティ計画)の推進 

長岡市では、平成７年７月に国からエコシティのモデル都市に指定され、翌年８月

に「長岡市都市環境計画」を策定し、総合的な都市づくりを目指してきました。平成

27 年度をもち計画期間が終了しましたが、長岡市都市計画マスタープラン等関連諸計

画に基づき、引き続き総合的な都市づくりを目指していきます。 

ア 重点整備施策の推進 

（ア）歩行者・自転車道の整備 

第２節－１大気汚染・悪臭の防止－（１）自動車排出ガス対策の推進－エを参照 

（23 ページ） 

（イ）街路樹や公園緑地の整備 

市道の街路樹植替整備や、市民文化公園、中貫公園などの公園整備を行いました。 

 

（２）都市緑化の推進 

 ア 長岡市緑の基本計画の推進 

（ア）水と緑のネットワークの整備 

信濃川堤防に沿って蓮潟緑道の整備を実施し、平成 22 年度に完了しました。    

（イ）緑化重点地区・公園、緑地の整備 

市内の公園（都市公園、児童遊園）は平成 28 年度末現在で 389 か所あり、その

面積は 591.39ha です。 

主な都市公園としては、悠久山公園（面積 37.31 ha）、信濃川河川公園（26.89 ha）、

長岡ニュータウン公園（16.60ha）、国営越後丘陵公園（298.40ha）などがあります。 

平成 28 年度は、長岡ニュータウン運動公園の一部を整備しました。 

都市計画区域内人口一人当たりの都市公園面積（平成 27 年度末現在） 

区   分 面  積（㎡）

長 岡 市 23.9 

新 潟 県 17.0 

国 10.3 
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街路樹の整備は、歩道幅員の広い都市計画道路を中心に行っており、ハナミズキ

やナナカマドなどを植樹しています。 

平成 28 年度末現在の街路樹植樹本数（市道） 11,861 本 

（ウ）市域拡大に伴う計画の変更策定 

     合併に伴う同計画の見直しについては、上位計画となる「長岡市都市計画マスタ

ープラン」に基づき、検討していきます。 

イ 緑化に対する意識啓発・緑化活動の推進 

（ア）花いっぱい運動の開催 

平成 28 年度は、長岡市緑花センター（花テラス）とアオーレ長岡、両会場にお

いて、「全国花のまちづくり長岡大会」と「長岡市花いっぱいフェア 2016」を同時

開催しました。また、「長岡市花いっぱいコンクール」の開催、長岡駅前市民プラ

ンターづくり、町内会等への花苗配布事業などを行いました。 

（３）水辺空間の整備 

ア  信濃川の環境整備 

（ア）桜並木・散策路（桜づつみ）等の整備 

日赤病院から大手大橋までの区間を桜並木・散策路等の整備を実施し、平成 20

年度までに完了しています。 

（イ）親水護岸・緩傾斜堤の整備 

信濃川の緩傾斜堤防は、右岸及び左岸長生橋～大手大橋間の整備が完了しており、

左岸大手大橋下流～長岡大橋下流間の整備は、平成 23 年度に完了しました。 

イ  河川の環境整備 

（ア）水と緑のネットワークの整備 

第３節－３都市アメニティ（快適環境）の創造－（２）都市緑化の推進－ア－（ア）を参照

（66 ページ） 

（イ）環境に配慮した河川の改修工法の見直し 

環境に配慮した工法で護岸を整備することにより、河床は水生小動物の生息場所

になり、護岸は植生が見られ、緑化が図られています。 

（４）都市景観の形成 

ア  長岡らしい都市景観形成の推進 

（ア）長岡市都市景観基本計画の推進 

「長岡市都市景観基本計画」に定められた基本テーマ及び基本目標の達成をめざ

し、良好な都市景観の形成を総合的に進めるための各種施策を実施しました。 

平成 29 年度からは、景観法に基づく景観計画である「長岡市景観アクションプ

ラン」（平成 28年 3 月策定）で定める施策を実施することにより、長岡らしい良好

な景観の形成を図ります。 
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（イ）都市景観形成市民団体の育成・支援 

都市景観形成市民団体とは、都市景観の形成に貢献する活動を自主的に行うため

に組織された市民団体であり、「長岡市都市景観条例」に基づき市長が認定したも

のをいいます。 
古正寺地区及びドリームタウン前川東地区でまちづくり協議会が結成され、市で

はそれぞれの協議会を都市景観形成市民団体として認定しました（古正寺地区は平

成 15 年６月１日、ドリームタウン前川東地区は平成 22 年７月 20 日に認定）。 
本制度は、条例改正に伴い、平成 28 年度で終了しましたが、平成 29年度以降は、

「長岡市景観条例」に基づく新制度により市民活動を支援していきます。 

（ウ）都市景観賞の実施等の意識啓発 

市では、平成 15年度に長岡らしい優れた建物などを市民の推薦をもとに選定し、

表彰する都市景観賞を創設し、３年に１度実施しています。 
（エ）都市景観協定の認定 

都市景観協定とは、一定の区域の住民や事業者等が、「長岡市都市景観条例」に

基づき建物や看板などの位置、意匠、色彩や植栽などの自主的なルールを協定とし

て締結し、市長が認定したものをいいます。   
古正寺地区及びドリームタウン前川東地区でまちづくり協定が結ばれ、市ではそ

れぞれの協定を、都市景観協定として認定しました（各地区の認定日は、「（イ）都

市景観形成市民団体」の認定年月日と同日）。 

本制度は、条例改正に伴い、平成 28年度で終了しましたが、平成 29年度以降は、

景観法に基づく景観協定制度の活用により市民の自主的な活動を支援します。 

なお、都市景観協定に基づく行為に対する助成制度は一定期間、継続実施します。 

（オ）歴史的なまち並み環境の整備 

第３節－２環境資源の利用－（１）適正な土地利用－エを参照（62 ページ） 

（カ）都市景観アドバイザーの活用 

良好な都市景観の形成を促進するため、「長岡市都市景観条例」に基づく大規模

建築物、屋外広告物などの景観影響行為などについて、都市景観アドバイザーから

指導・助言を受けられるようにしました。平成 28 年度の指導助言件数は 124 件で

した。助言を基に届出者と協議を行い、建物の壁面の色の彩度を下げたり、シンボ

ルツリーの植栽を追加するなど届出者に協力をいただきました。 

 

イ  放置自転車の撤去・防止対策 

安全で快適な道路環境の保持及びまちの美観を維持するために、ＪＲ長岡駅東口を

自転車等放置禁止区域に指定するとともに、ＪＲ長岡駅大手口周辺やＪＲ北長岡駅・

宮内駅等に長期間放置されている自転車や原動機付自転車の整理に努めています。平

成 28 年度は、放置禁止区域で２台、ＪＲ長岡駅大手口周辺等で 201 台を撤去しまし

た。また、自転車等の放置防止を呼びかけるチラシの配布や警告書の取り付けを行い、

指定された自転車駐輪場への誘導も併せて行っています。 
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  ウ 自転車駐車場の整備 

第２節－１大気汚染・悪臭の防止－（１）自動車排出ガス対策の推進－オを参照 

（24 ページ） 

 

エ アーケード・雁木設置に対する補助 

    市では、商店街等の振興及び環境整備を図り、併せて消費者に便利で快適な買物の

場を提供するため、組合等の団体及び事業者である個人又は法人が実施するアーケー

ドの整備事業や、個人又は団体が実施するがん木整備事業に対し補助制度を設けてい

ます。 

 

オ 広告物等・街路・屋外照明等の光害対策ガイドラインの周知・利用 

道路照明灯の設置にあたっては、道路照明灯設置基準によるほか、個別事情に応じ

て遮光板等を設置するなど光害対策に努めています。 

    また、国・県に対し光害対策ガイドラインの周知・利用について要望しています。 

 

（５）歴史文化遺産の保存 

ア  歴史文化遺産の保存 

（ア）馬高・三十稲場遺跡、八幡林官衙遺跡等の環境整備 

縄文時代の大集落跡である馬高・三十稲場遺跡を、縄文文化と触れ合える史跡公

園とする整備を進めています。 
  （イ）文化財の保護、管理 

 貴重な文化財を後世に伝えていくために、指定文化財や埋蔵文化財、文化的景観

などの調査を行い、その調査成果をもとに、文化財の適切な管理や保存事業を進め

ています。 
 

イ 民俗芸能の保存継承 
科学博物館に事務局を置く民俗芸能協会により、後世に伝承する目的で民俗芸能を

ビデオに収録しています（収録された演目数 183）。 

    平成 28 年度は「第 41 回 郷土民俗芸能公演会」で、郷土民俗芸能の公開に努めま

した。 

 
ウ 史跡ルートの整備 

戊辰史跡をはじめとする史跡への案内看板を設置し、適切な維持管理を行っていま

す。また、観光パンフレットに史跡案内や周遊ルートを掲載し、周知を図っています。 
 
エ 歴史的建造物の保存・活用 

市内の歴史的建造物について調査を進めています。平成 23 年度末までに長岡市全

域の合計 3,455 件について調査しました。 

この中から、長岡らしさや長岡を代表することなどを基準にして選ばれた建造物を、

登録有形文化財（文化財保護法に規定）に推薦しています（平成 28年度末まで 32件）。 
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オ 歴史的なまち並み環境の整備 

第３節－２環境資源の利用－（１）適正な土地利用－エを参照（62 ページ） 

 

（６）雪との共存 

ア 冬期歩行者空間の確保 

（ア）機械除雪体制の整備 

長岡市では道路の圧雪や交差点付近の堆雪などから、安全で快適な道路空間を確

保するため、車道の機械除雪のほか、「雪みち計画」を基本とした市内の教育施設、

医療機関、文化施設等の歩行者の多い歩道の除雪を実施しています。 

また、天候等の変動に伴う道路の降雪状況及び道路確保状況の把握のため、随時

道路除雪パトロールを実施しました。 

道路除雪実施延長（ｋｍ） 

 除雪路線延長 延べ出動台数 除雪延べ延長 累計降雪量

平 成 

27年度 

車道 1,365 4,659 台 24,498 
2.74ｍ 

歩道  186  494 台  1,975 

平 成 

28年度 

車道 1,365 5,514 台 29,020 
2.54ｍ 

歩道  188  612 台  1,928 

※ 平成 28 年度の除雪期間：平成 28 年 12 月１日～平成 29年３月 31 日 

 

「冬期歩行者空間確保計画（雪みち計画）」に基づいて、機械除雪や融雪施設、

アーケードの整備などによって、冬期間の歩行者用空間（歩道）の確保に努めてい

ます。 

また、横断歩道部に消雪パイプを設置し、排水口付近まで延長することで、シャ

ーベット状の雪を消雪し、適切に排水する試みを行っています。 

冬期歩行者空間確保延長（km） 

     国 道 県 道 市 道 合 計 

平成 27 年度 50.1 248.1 243.6 541.8 

平成 28 年度 50.1 247.9 245.3 543.3 

     ※ 国道８号・17 号・116 号以外の国道は県管理のため県道に含む。 

 
（イ）融雪・消雪施設、流雪溝の整備 

消雪パイプの設置延長は、市有消雪施設が 352 km、私有消雪施設が 381 km の計

733km となっています（平成 28 年度末現在の累計）。 

市有消雪施設については、破損や老朽化した道路消雪井戸 10 本の掘り替え並び

に消耗の激しい老朽化したメーンパイプ 12,282ｍの敷設替え工事を実施しました。

また、新たに２本の井戸とメーンパイプを 685ｍ新設しました。 

私有消雪施設の整備のため、補助金を交付しています。平成 28 年度は 118 件の

申請に対し、289,868 千円の補助金を交付しました。 
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  （ウ）アーケード・雁木設置に対する補助 

第３節－３都市アメニティ（快適環境）の創造－（４）都市景観の形成－エを参照 

（69 ページ） 

 

イ 克雪住宅の建築における支援 

住宅の克雪化を推進するため、克雪住宅の建設や融雪屋根への改良に対し、一般住

宅の建設よりも有利な条件で融資を行なっています。また、県の克雪すまいづくり支

援事業を活用し、克雪住宅の建設等に対して助成を行っています。 
 

ウ 市内各地における冬祭りの開催 

寒さに負けない雪国ならではのイベントを各地域で開催し、長岡らしさを広くＰＲ

しています。 

〔長岡地域〕 

平成 28 年度の「長岡雪しか祭り」は平成 29年２月 18 日（土）、19 日（日）に開

催し、雪しかゆうえんち、わんぱく広場のジャンボすべり台、100 だるま大会、雪

花火、食楽座・雪しか市などのイベントが開催され、入場者は２日間で 80,000 人で

した。 

〔越路地域〕 

平成 28 年度の「スノーフェスティバル in 越路」は平成 29 年２月 11 日（土）に

開催し、雪像づくりコンテスト、巨大雪山すべり台、ヘリコプター遊覧などのイベ

ントが開催され、入場者は 8,000 人でした。 

〔山古志地域〕 

平成 28 年度の「古志の火まつり」は平成 29年３月 11 日（土）に開催し、日本一

の「さいの神」、雪中闘牛角突き大会、新市合併 10 周年記念花火、臨時アルパカ牧

場などのイベントが開催され、入場者は 1,600 人でした。 

〔小国地域〕 

平成 28 年度の「おぐに雪まつり」は平成 29年２月 25 日（土）、26 日（日）に開

催し、フリースタイルモトクロス、ＢМＸフラットランドショーなどのイベントが

開催され、入場者は 3,000 人でした。 

〔栃尾地域〕 

  平成 28 年度の「とちお遊雪まつり」は平成 29 年２月 4 日（土）、5 日（日）に開

催し、雪灯りまつり、花火、雪上ソリレース、アカペラコンサートなどのイベント

が開催され、入場者は 16,000 人でした。 

〔川口地域〕 

  平成 28 年度の「えちごかわぐち雪洞火ぼたる祭」は平成 29年２月 25 日（土）に

開催し、えちごかわぐち雪積み合戦、雪上レクリエーション、雪上花火などのイベ

ントが開催され、入場者は 7,350 人でした。 
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エ 冬季レクリエーションの普及促進 

長岡市営スキー場と東山クロスカントリーコースを会場に、毎年恒例の市民体育祭

スキー大会を開催しています。 

アルペンの部は、平成 29年２月 25日開催、96名が出場、クロスカントリーの部は、

平成 29 年２月 19 日開催、40 名が出場し、それぞれ練習の成果を競いました。また、

長岡スキー協会が中心となり各種スキー教室や大会を開催しており、スキー愛好家の

増加や冬季間の市民の健康体力作りに寄与しました。 

 

 

 

 



第４節  「自発的な活動の促進」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「こども環境探検隊」の開催（小国地域） 
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第４節 ｢自発的な活動の促進｣ 

１ 環境教育の推進 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 

進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 啓発事業の推進 

 ○ ① 日常における環境配慮指針の周知   

 ○ ② 環境保全の取り組みや啓発事業の実施、充実 

 ○ ・市内各イベントにおける環境啓発 

 ○ ・花いっぱいフェア、植栽イベントの開催 

 ○ ・環境月間行事の充実   

 ○ ・自然観察会の実施   

 ○ ・ふれあい林業事業   

 ○ ・ごみ処理施設等の見学会の実施 

 ○ ③ 啓発資料の充実   

 ○ ・環境基本計画、環境配慮指針の周知 

 ○ ・環境家計簿（エコノート）の作成配布 

 ○ ・環境関連パンフレット、ビデオ教材等の作成 

 (2) 環境教育の推進 

 ○ ① 子どもの環境教育の推進   

 ○ ・小・中学校での教育課程における環境学習の取り組み 

 ○ ・自然観察会、こども環境探検隊の実施・開催 

 ○ ・こどもエコクラブの育成 

 ○ ・緑の少年団の育成 

 ○ ② 社会教育における環境教育の推進 

 ○ ・市民講座等における環境学習の取り組み   

 ○ ・自然観察会・展示会、星座教室等の実施・開催 

 ○ ・中古衣料品即売会への支援 

 ○ ③ 環境アドバイザーの活用   

 (3) 環境情報の収集と提供 
 ○ ① 調査、監視の充実   

 ○ ・自然環境情報、生活環境情報の継続的な収集 

 ○ ② 情報提供事業の展開   

 ○ ・環境情報誌の発行 

 ○ ・長岡市ホームページによる情報の提供・市民意見の聴取 
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(１) 啓発事業の推進 

ア 日常における環境配慮指針の周知 

市民の日常生活及び事業者の事業活動において環境に配慮すべき事項を明らかにし、

環境に配慮した自主的な行動を求めるため、市民向け・事業者向けの指針を作成し、

周知しています。 

・ 市民の環境配慮事項 

「長岡市環境基本計画」において（１)「地球環境にやさしい循環型のまち」 「環

境汚染のない安全なまち」にするための配慮（34 項目）、（２）「心の豊かさを感じら

れる快適で魅力的なまち」にするための配慮（９項目）として計 43 項目を示していま

す。 

・ 事業者の環境配慮事項 

「長岡市環境基本計画」において（１）事業活動全般における配慮（20 項目）、（２）

製造事業における配慮（４項目）、（３）流通・販売・サービス事業における配慮（11

項目）、（４）建設事業における配慮（９項目）、（５）農業における配慮（７項目）と

して計 51項目を示しています。 

・ 市の環境配慮事項 

「長岡市環境基本計画」において（１）総務・管理部門（18項目）、（２）市民生活

関連部門（７項目）、（３）都市施設部門（11項目）、（４）産業振興部門（９項目）、（５）

教育部門（６項目）として計 51 項目を示しています。 

・ 地域別環境配慮事項 

「長岡市環境基本計画」において（１）信濃川沿い平野地域東部（12 項目）、（２）

信濃川沿い平野地域西部（８項目）、（３）山間丘陵地域東部（９項目）、（４）山間丘

陵地域西部（６項目）、（５）海岸丘陵地域（８項目）計 43項目を示しています。 

また、長岡市の公共建築物を整備する際に検討すべき環境配慮の内容についての項

目や目標及び具体例を示した「長岡市公共建築物環境配慮項目表」を平成 19 年２月に

作成し、その実施に努めています。 

 

  イ 環境保全の取り組みや啓発事業の実施、充実 

（ア）市内各イベントにおける環境啓発 
市民の皆さんに楽しみながら環境について関心を持ってもらうため、各種イベン

トにおいて環境啓発ブースを設置し、環境に関するパネル展示やエコ体験コーナー

を実施しました。リバーサイド千秋アピタ長岡店で開催された「エコフェスタ」では

エコドライブ体験や発電体験、うちエコ診断等を行いました。 

その他、「夏休み子ども環境体験フェア」を開催し、「施設見学」や「ペットボト

ルソーラーカー作り」を行い、体験を通じた環境保全に係る意識啓発を行いました。 

また、市民の皆さんから募集した「エコロジー標語コンクール」の入賞作品を「エ

コフェスタ」の際に合わせて展示しました。 
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（イ）花いっぱいフェア、植栽イベントの開催 

まちの緑化に対する意識の高揚を図り、緑豊かな潤いのあるまちづくりを推進す

るため、平成５年から市民の花のプランターづくり、グリーンマーケット、花いっ

ぱい活動の紹介、花の名前当てクイズなどを行う花いっぱいフェアを開催していま

す。平成 28 年度は、長岡市緑花センター「花テラス」がある「長岡市民防災公園」

とアオーレ長岡の両会場において、「長岡市花いっぱいフェア 2016」と「全国花の

まちづくり長岡大会」を同時開催し、花と緑に関する様々なイベントを実施し、多

くの来場者で賑わいました（来場者約 42,000 人）。 

（ウ）環境月間行事の充実 

環境に関する認識を深めてもらい、環境保全に対する取り組みを促進するため、

環境月間である６月に啓発事業を行いました。 

市有施設の駐車場等にアイドリングストップ啓発のぼり旗を設置して、不要なア

イドリングの防止啓発に努めました。 

また、平成 28 年６月 21日（夏至の日）と７月７日（クールアース・デー：政府

が 2008 年の洞爺湖サミット開催を契機として、地球温暖化に対する取り組みを推進

する日として設定）の夜間において、公共施設等の照明を消す「ライトダウンキャ

ンペーン」を行いました。計 60 施設で電気が消灯され、約 426kWh の節電、二酸化

炭素換算で約 243kg の温室効果ガスの削減ができました。 

（エ）自然観察会の実施 

第３節―２環境資源の利用―（３）自然とのふれあいの推進―エを参照（64 ページ） 

（オ）ふれあい林業事業 

     都市部の住民とのふれあいを通し林業への理解を深め、林業の活性化を図るため

実施しているもので、平成 28 年度は、中越よつば森林組合と協力し、「ながおか農

業ふれあいまつり」において木工教室を実施しました。 

     平成 28 年 11 月３日開催のみしま産業まつりにおいて、中越よつば森林組合が木

工教室を開催しました。 

     また、太平山において、下草刈り・枝打ち等の森林整備を行いました。 

（カ）ごみ処理施設等の見学会の実施 

平成 28 年度は、市内の小学校の社会科授業や中学校、高校の総合学習など学校関

係の見学が 52 件・2,539 人、一般の団体の見学が 96 件・1,044 人ありました。合計

で 148 件・3,583 人の方が寿・鳥越クリーンセンターごみ処理施設、リサイクルプ

ラザ、生ごみバイオガス発電センターを見学しています。 

ごみ処理施設、リサイクルプラザ、生ごみバイオガス発電センターなどを実際に

見てもらい、リデュース・リユース・リサイクルを始めとして環境問題を考えるき

っかけになっています。 
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ウ 啓発資料の充実 

（ア）環境基本計画、環境配慮指針の周知 

平成 19 年度に、環境基本計画の概要版を作成し、市役所等の窓口への配置やホー

ムページでの紹介などにより、その周知を図っています。 

 第４節―１環境教育の推進－（１）啓発事業の推進－アを参照（74 ページ） 

（イ）環境家計簿（エコノート）の作成配布 

地球温暖化や環境にやさしい取り組みについて、子ども向けに分かりやすく説明

した「エコノート」を希望する学校及び市民に配布しています。 

（ウ）環境関連パンフレット、ビデオ教材等の作成 

     ごみと資源物の分別方法とごみ処理の様子などをわかりやすく紹介するＤＶＤ

とビデオ「家庭ごみの分け方と出し方」を、町内会や家庭だけでなく学校の教材と

しても随時貸出しを行っています。 

 

（２）環境教育の推進 

ア  子どもの環境教育の推進 

（ア）小・中学校での教育課程における環境学習の取り組み 

各学校では、環境教育を年間教育計画に位置付け、教育活動全体の中で自然体験

活動や環境保全に関する学習を計画的・継続的に実施しています。 

①社会科副読本の環境学習項目の充実 

小学校３・４年使用の社会科副読本「わたしたちのまち長岡」の学習項目に『く

らしのなかの水とごみ』を設けています。水の学習では、浄水や節水について、ま

た、ごみの学習では、ごみの減量化や分別収集等についての学習を行い、環境学習

を推進しています。 

この副読本は３年おきに改訂しており、平成 28年度は平成 28 年度版を使用しま

した。長岡市が平成 16年から実施しているごみ収集の有料化や平成 25年から開始

したごみの 10 種類 12 分別の分別、収集方法、生ごみバイオガス化事業などについ

て詳しく記述しています。また、見出しを『ごみをへらそう、見直そう』として、

もったいない意識の醸成とごみを増やさない３Ｒ（リデュース、リユース、リサイ

クル）といった児童にできる取組や、『環境にやさしいまちづくり』として、長岡市

の３つの新エネルギー（地場産の天然ガス、バイオマス資源、太陽エネルギー）を

紹介するなど、環境学習の充実に努めました。 

②地域の自然を生かした特色ある環境学習の取り組み 

栖吉川など学区を流れる河川などで、指標生物の生息を調査し、過去のデータと

照らし合わせ、河川環境の変化と保全などについて学びました。生物と水の環境に

ついて学ぶ学校が増えています。 

③環境と人権を守る取り組み 

学校生活で、節電、節水やリサイクル、環境保全等に取り組む『にいがたスクー

ルエコ運動』を継続して行いました。また、環境学習、総合的な学習の時間、道徳

と関連を図り、新潟水俣病について学び、環境と人権を守るために「自分たちがで

きること」について学んでいます。 
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④環境にやさしい学用品、教材の使用 

長岡市が採択している教科書では、その多くに再生紙が使用されています。また、

児童生徒の使っているノートの多くでも再生紙が使用されています。 
（イ）自然観察会、こども環境探検隊の実施・開催 

自然環境保全の重要性について理解を深めてもらうため、小学生を対象とした 

「こども環境探検隊」を開催しています。 

平成 28 年度は７月 27日、29 日及び 30日に計 81 名が参加し、小国町法末のビオ

トープや遊歩道等において水生生物の採取や植物の観察を実施しました。 

（ウ）こどもエコクラブの育成 

(公財)日本環境協会は、小中学生が主体的に行う環境学習や環境保全に関する活

動を支援する「こどもエコクラブ」事業を行っています。 

市は、協会とこどもエコクラブ登録団体間の事務手続き等に関する仲介を行って

います。 

市内では、２クラブ 34人が登録しており、平成 28 年度は、いきものをテーマと

し、植樹活動やホタルに関する研究等、様々な活動を行いました。 

（エ）緑の少年団の育成 

自然に親しみ、緑を守り、緑を育てる思想を啓発し、心豊かな人間に育っていく

ことを目的に緑の少年団を育成しています。市内では、長岡市緑の少年団、山古志

緑の少年団、かみしお緑の少年団、かわぐち緑の少年団の４団体が結成されており、

平成 28 年度は、募金活動等を行いました。 
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イ  社会教育における環境教育の推進 

（ア）市民講座等における環境学習の取り組み 

     「まちなかキャンパス長岡」で、環境保全に関する講座を開講しました。 

テ ー マ 参加者数(人) 開 催 日 

まちなかカフェ「田んぼが洪水を

防ぐ！？」 
12 人 平成 28年 6 月 17 日 

まちなかカフェ「蛍を愛でナイト

in 越路」 
17 人 平成 28年 6 月 22 日 

まちなかカフェ「ミネラルウォー

ターってどんな水？－リスク・エ

コについてのよもやま話－」 

13 人 平成 28年 10 月 7 日 

まちなか大学「雪と暮らす」 のべ 61 人 
平成 28年 5 月 13～28 日 

（5 回コース） 

まちなか大学「森と暮らす・山で

暮らす」 
のべ 66 人 

平成 28年 11 月～12 月 

（5 回コース） 

まちづくり市民研究所第 3 期（テ

ーマ「食の資源循環で長岡を元気

に！」） 

のべ 117 人 

（年度内計）

平成 27年 9月～平成 28年

9 月 

 

（イ）自然観察会・展示会、星座教室等の実施・開催 

科学博物館では、平成 28 年度に「バードウイーク特別展 この鳥を守ろう～長岡

の希少鳥類と天然記念物の鳥たち～」などを開催しました。 

また、例年行っている「市民探鳥会」「キノコを調べる会」などで、地域の自然に

ついて学習する機会を設けました。 

また、青少年文化センター屋上で「星空シアター」を開催しました。 

           平成 28 年 ４月：１回…参加者数 38 人 

           平成 28 年 ５月：２回…参加者数 41 人 

           平成 28 年 ７月：１回…参加者数 61 人 

           平成 28 年 ８月：２回…参加者数 82 人 

           平成 28 年 ９月：２回…参加者数 58 人 

平成 28年 11 月：１回…参加者数 22 人 

これらにより、市民の皆さんが大自然と触れ合い、生涯学習における環境教育の

推進を図ることができました。 

（ウ）中古衣料品即売会への支援 

     家庭で眠っている贈答品や中古衣料品を活かすため、中古衣料品即売会を開催し

ました。この即売会は、長岡市消費者協会の主催により年１回開催されるもので、

市消費生活センターも協力しました。 
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ウ  環境アドバイザーの活用 

平成28年 11月～12月にかけて市内小学校を会場に実施した「地球温暖化対策講座」

において、新潟県が委嘱する地球温暖化防止活動推進員のうち IPCC リポートコミュニ

ケーターの資格を持つ方に講師を依頼しました。地球温暖化の基本的な情報を伝える

ほか、省エネクッキングや電気製品の電力量調べなどを実施し、家庭でできる地球温

暖化防止の取り組みなどを紹介しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）環境情報の収集と提供 

ア 調査、監視の充実  

（ア）自然環境情報、生活環境情報の継続的な収集 

地下水や河川の水質調査を通じた水質汚濁に関する情報や、環境に関する各種イ

ベントや施策の生活環境情報を継続的に収集し、「環境に関する年次報告書」やホー

ムページで情報提供しています。 

 

イ 情報提供事業の展開 

（ア）環境情報誌の発行 

ごみの減量・リサイクルの必要性について市民や事業者から理解を深めてもらう

ため、平成 14 年度から「ごみ情報誌」を発行しています。平成 28 年度は 11 月、

３月の計２回発行し、市政だよりとともに全戸配布しました。 

  （イ）長岡市ホームページによる情報の提供・市民意見の聴取 

環境保全対策に係る計画や環境啓発事業、自然環境保全、公害規制、公害等の調

査、地下水保全などに関する情報をホームページに公開しています。 

また、「環境に関する年次報告書」では、「長岡市環境基本計画」の進捗状況を市

民に公表するとともに、市民の方々から意見を募り、これからの施策に反映させる

ための意見書用紙を添付しています。 

地球温暖化対策講座 
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２ 市民の参画と協働 

施 策 の 実 施 状 況 （◎：完了、○：継続中、△：実施予定、×：未着手） 

進捗状況 主 要 な 施 策 

 (1) 市民の取り組みの推進 

 ○ ① 環境ＮＰＯ等ボランティア活動の支援            

 ○ ② 環境家計簿（エコノート）の作成配布                  

 ○ ③ 資源回収団体の支援                    

 ○ ④ 家庭用生ごみ処理器の設置補助     

 ○ ⑤ 住宅用太陽光発電システムの設置補助  

 ○ ⑥ クリーン作戦の推進 

 ○ ⑦ 市民緑地の整備・市民参加による公園づくりの推進                    

 ○ ⑧ 環境ネットワークの形成             

 ○   ・環境保全活動の共同実施 

 ○   ・活動団体同士の情報交換           

 (2) 事業者の取り組みの推進 

 ○ ① 事業者の環境保全対策の取り組みの支援 

 ○ ・天然ガス自動車の普及促進事業の展開 

 ○ ② エコビジネスの支援 

 ○ ・事業者向け環境啓発セミナーの開催 

 ○ ③ 事業所への環境管理システムの普及促進 

 ○ ・エコアクション 21（環境評価活動プログラム）の普及促進 

 ○ ④ 環境ネットワークの形成 

 ○ ・中越地区環境保全協議会との連携による情報発信 

     

（１）市民の取り組みの推進 

ア  環境ＮＰＯ等ボランティア活動の支援 

ごみの減量、リサイクル実践活動を通して、市民の環境意識の高揚とボランティア

団体の育成を図るため、平成 11 年度から使用済み割りばしの再生利用（パルプ原料、

炭の原料）によるごみの減量を行う団体に、作業場や使用済み割りばしを提供してい

ます。 

 

イ  環境家計簿（エコノート）の作成配布 

第４節―１環境教育の推進―（１）啓発事業の推進－ウ－（イ）を参照（76 ページ） 

 

ウ  資源回収団体の支援 

古紙類や金属類等を回収する子ども会等に対して、資源回収奨励金を交付していま

す。平成 28 年度 回収実績：約 2,815 トン  交付奨励金：約 1,407 万円 

 

エ  家庭用生ごみ処理器の設置補助 

第１節－２廃棄物の減量とリサイクル－（１）廃棄物の排出抑制－ア－（ウ）を参照 

（13 ページ） 
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オ 住宅用太陽光発電システムの設置補助 

第１節－１地球環境問題への取り組みの推進－（１）地球温暖化の防止－カ－（カ）を参照 

（8 ページ） 

カ クリーン作戦の推進 

第２節－５廃棄物の適正処理－（３）ごみ不法投棄の防止と環境美化対策－イを参照 

（51 ページ） 

キ  市民緑地の整備・市民参加による公園づくりの推進 

長岡市民防災公園内の長岡市緑花センター「花テラス」では、育苗温室や園芸に関

する情報コーナーを備えており、花と緑に関する様々なイベントを展開しています。 

ク  環境ネットワークの形成 

（ア）環境保全活動の共同実施 

   特定非営利活動法人地域循環ネットワークが取り組む、割りばしリサイクルや使

用済み使い捨てカイロ回収などの環境保全活動に協力しました。 

  （イ）活動団体同士の情報交換 

平成28年９月3日にアオーレ長岡等で開催された「市民活動フェスタ」において、

市内のＮＰＯ等各種団体が集まり、日頃の活動の発表を通じて、参加団体同士によ

る情報交換が行われました。 

 

（２）事業者の取り組みの推進 

ア  事業者の環境保全対策の取り組みの支援 

（ア）天然ガス自動車の普及促進事業の展開 

第１節－１地球環境問題への取り組みの推進－（１）地球温暖化の防止－カ－（イ）を 

参照（７ページ） 

イ エコビジネスの支援 

（ア）事業者向け環境啓発セミナーの開催 

平成 28 年 12 月８日に中越地区環境保全協議会、長岡地区産業廃棄物協議会との

共催により、合同研修会を開催しました。 

「水銀」をテーマに、新潟県県民生活・環境部による水銀に関する環境法令の説

明や、野村興産株式会社及び株式会社北陸ジオテックによる水銀使用廃製品の処理

事例や法改正に関する講演を行いました。 

 

 

 

 

 

 

事業者向け啓発セミナー 



  ８２

  ウ 環境ネットワークの形成  

  （ア）中越地区環境保全協議会との連携による情報発信 

平成 28 年６月 15 日に開催した通常総会において、事業者の環境保全の対策等に

ついて情報交換を行いました。 



８３ 
 

（参考資料）長岡市の環境行政の推移 

年 月 日 事         項 
昭和 41年 11 月 1日

     42.   4.  1 

     44.   6.  20 

     45.   5.   1 

     45.   8.  22 

     46.   4.   1 

     46.   5.  25 

     46.  12.  28 

     47.   7.  15 

     48.   5.   8 

     48.   7.   1 

     50.   4.   1 

     50.   6.   2 

     50.   7.  29 

     51.   7.  28 

     52.   4.  30 

     52.  11.  15 

     53.   4.   1 

     53.   4.  28 

     54.   4.   1 

     54.   8.   3 

     57.   7.   1 

     57.   8.   1 

     58.   4.   1 

     61.   3.  29 

     62.   4.   1 

平成  3.   8.  23 

      5.   3.   8 

      5.   4.   1 

      5.   7.  30 

      5.  11.  19 

      6.   2.  21 

      7.   4.   1 

      8.   2.  19 

      8.  12.  20 

      9.   4.   1 

     10.   4.   1 

     11.   4.   8 

     14.   3.  22 

 

     14.   3.  31 

 14.   3.  19 

15． 3.  31 

16.   3.  26 

17.  3.  22 

18． 1． 1 

18． 3． 6 

     18.   8.  30 

   19.   4.   1 

   20.  2. 21 

   20.   3.  31 

   20.  12.  19 

公害の窓口開設「雪害対策課」で担当 

機構改革により「市長公室調査課調査係」で担当 

騒音規制法による騒音指定地域に指定される 

長岡市公害防止施設改善資金融資制度を制定 

長岡市公害問題研究委員会発足 

機構改革により「環境をよくする部公害をなくする課」で担当 

信濃川、渋海川が水域類型指定される 

水質汚濁に係る環境基準告示される 

「公害をなくする課試験室」で分析開始 

大気汚染に係る環境基準告示される 

悪臭防止法による悪臭規制地域に指定される 

機構改革により「公害・交通課公害係」で担当 

長岡市地下水対策協議会発足 

新幹線鉄道騒音に係る環境基準告示される 

中越地区水資源対策協議会発足 

新幹線鉄道騒音に係る環境基準の地域類型指定される 

「公害・交通課試験室」を第一下水処理場水質試験室内に移す 

振動規制法による振動指定地域に指定される 

猿橋川が水域類型指定される 

機構改革により「企画開発部企画課公害係」で担当 

公害対策基本法に基づく、騒音に係る環境基準の地域類型指定される 

新潟県公害防止条例の一部改正により、深夜営業騒音が規制される 

新潟県公害防止条例の一部改正により、悪臭規制地域に指定される 

機構改革により「市民部生活課公害係」で担当 

長岡市地下水保全条例を制定 

機構改革により「市民環境部生活課公害係」で担当 

土壌の汚染に係る環境基準が告示される 

水質汚濁に係る環境基準一部改正される 

機構改革により環境保全に関する業務等を、「環境調整室」で担当 

長岡市環境問題検討委員会発足 

環境基本法公布・施行される 

土壌の汚染に係る環境基準の一部改正される 

機構改革により「環境部環境対策課」で担当 

「長岡市環境基本計画」を策定 

「長岡市環境基本条例」公布・施行 

長岡市環境審議会発足 

機構改革により「環境部環境政策課」で担当 

「環境保全のための長岡市役所行動計画」策定、６月 1 日から実施 

「長岡市地球温暖化対策実行計画」及び「グリーン購入基本方針」を策

定し、４月 1 日から実施 

中越地区水資源対策協議会解散 

黒川水系の環境基準が B 類型に指定される 

「長岡市環境基本計画」を一部改訂 

「長岡市地下水保全条例」を一部改正 

「長岡市希少生物の保護等に関する条例」を制定 

「長岡市地下水保全条例」を一部改正 

「長岡市地域新エネルギービジョン」を策定 

国土交通省より CNG 車普及促進モデル地域指定を受ける 

特例市移行に伴い水質汚濁防止法、土壌汚染対策法が県から事務委譲される

「長岡市地球温暖化対策実行計画（第２次）」を策定 

「長岡市環境基本計画(第３次計画)」を策定 

国のトキ分散飼育地に決定 



８４ 
 

  

年 月 日 事         項 
   23.   3.  31 

23.  10.  11 

24．  3.  20 

25.  7.   1 

26.  3. 31 

26.  9.  30 

 

「長岡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を策定 
「長岡市トキ分散飼育センター」でトキの分散飼育を開始 

「長岡市トキと自然の学習館」開設 

「生ごみバイオガス発電センター」の稼働を開始 

「長岡市地球温暖化対策実行計画（第３次）」を策定 

「長岡市地下水保全条例」を一部改正 



 

 
※この「環境に関する年次報告書」について皆様の御意見、ご感想をお寄せください。 

 
 

「環境に関する年次報告書」についての意見書 
 

平成  年  月  日  
 
長  岡  市  長   様 

住 所 
氏 名 
電 話 

(匿名でも結構です) 

 
１．下記の設問にお答えください。 

問１ あなたの年齢を教えてください。 
  ア ～19 歳  イ 20 代  ウ 30 代  エ 40 代  オ 50 代  カ 60 歳～ 

 
問２ 掲載している表やグラフ、言葉の表現などの内容について 

   ア わかりやすい   イ 普通   ウ わかりにくい⇒問２－２へ 
問２－２ わかりにくい所を教えてください。 

 

 
問３ 文章の構成について 

   ア 読みやすい    イ 普通   ウ 読みにくい ⇒問３－２へ 
  問３－２ 読みにくい所を教えてください。 

 

 
問４ あなたが本書の中で興味を持った（持っている）ことはなんですか。 

 

 
問５ 実施状況について、もっと詳しく知りたいことがあれば、教えてください。 

 

 

＊コピーしてご提出ください。 



 

２．御意見記入欄(質問等があれば、併せて記入してください) 

 

 
● 「環境に関する年次報告書」についての意見書について 

この意見書は、長岡市環境基本条例第９条第２項の規定により、年次報告書の公表

に際し市民等の方々から御意見をいただき、市の環境施策に反映させるものです。 
長岡市の環境施策に関してお気づきの事がありましたら、意見書をご提出ください。

今後の参考とさせていただきます。 
 

● 提 出 先 ・長岡市環境政策課 ・中央公民館及び各コミュニティセンター 
        ・各支所市民生活課 
●       ・アオーレ長岡 総合窓口（市役所なんでも窓口） 

 ・中央図書館及び各分館  
郵 送 先  〒940-0015  長岡市寿３丁目６番１号 長岡市環境部環境政策課 
ＦＡＸ番号  ０２５８－２４－６５５３ 

メールアドレス   kankyo@city.nagaoka.lg.jp 



本報告書に掲載している施策の一部については、最新の情報を長岡市ホームページ 
で紹介しています。詳しくは、下記ホームページをご覧ください。 
 

・環境に関する計画（環境基本計画、地球温暖化対策実行計画、一般廃棄物（ごみ）処理基本計画など） 

http://www.city.nagaoka.niigata.jp/shisei/cate01/kankyou/index.html 
・生ごみバイオガス化事業 

http://www.city.nagaoka.niigata.jp/kurashi/cate08/biogas/ 
・環境に関する補助制度 

  http://www.city.nagaoka.niigata.jp/kurashi/cate09/kankyo-hojyo/ 
・ごみ 

http://www.city.nagaoka.niigata.jp/kurashi/cate08/  
・大気・水・土壌等公害防止に関する情報（規制概要、環境調査結果など） 

http://www.city.nagaoka.niigata.jp/kurashi/cate09/kanshi/  
・トキ分散飼育事業 

http://www.city.nagaoka.niigata.jp/kurashi/cate09/toki_bunsan/ 
・環境啓発 

http://www.city.nagaoka.niigata.jp/kurashi/cate09/torikumi/ 
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・「環境に関する年次報告書」に記載されている事項について、さらにくわしい内容に

ついてお知りになりたい方は、長岡市環境政策課までお問い合わせください。 
・「環境に関する年次報告書」は、希望者に配付しています。希望する方は、上記宛て

に御連絡ください。 


